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別紙1○取組状況の課題の抽出

①情報伝達、避難計画等に関する事項
機関ごとの課題

・出前講座等での説明や
Twitter、Facebook等SNSを用
いた注意喚起、自主防災組織
を介しての住民への浸水リスク
の周知を徹底する必要があ
る。

・H30年度に作成したハザード
マップを活用し、出前講座等の
場で浸水リスク等について周知
する必要がある。

・浸水リスクが地域住民に十分
に認知されておらず、避難行動
に繋げられるか懸念される。

・洪水浸水想定区域図等にお
ける浸水リスクが、地域住民に
十分に理解されていないことが
想定されることから、防災ガイ
ド・ハザードマップ等を活用し、
周知の徹底を図る必要があ
る。

・継続した周知活動を実施する
必要がある。

・継続した周知活動を実施する
必要がある。

・洪水浸水想定区域図の中身
を詳しく理解している人は洪水
浸水想定区域内の地域住民の

約３割
*
にとどまっている。

・図上訓練等の実施により、知
識の習熟を図る必要がある。

【B-1】洪水予報等の防災情報の意味やその情報による対応が
地域住民に十分理解されていないことが懸念される。

【B-2】ホットラインのタイミングや情報伝達の内容及び手段に関し
て、常に関係機関と密に共有し、あらゆる手段を予め講じていく必
要がある。

・図上訓練等の実施により、知
識の習熟を図る必要がある。

・タイムラインの位置付けや内
容を地域防災計画に反映させ
ていない。
・避難対象地域が広範囲となる
傾向がある。

・氾濫位置により、氾濫地域が
広範囲になることを想定してお
く必要がある。

・発令判断に迷うことが懸念さ
れる。

・氾濫位置により、氾濫地域が
広範囲になることを想定してお
く必要がある。(河川課)

・避難情報発令の遅れを懸念
している。

・関係機関との連携、定期的な
情報交換が必要。

・関係機関との連携、定期的な
情報交換が必要。

【C-1】氾濫位置により、氾濫地域が広範囲になることを想定して
おく必要がある。

【D-1】水害の危険性を認識していない地域住民や避難場所・避
難経路を確認していない地域住民が約３割*存在しており、浸水想
定区域内にお住まいの住民等が避難の必要性を十分理解してい
ない懸念がある。

【D-2】広範囲な浸水による避難者数の増加や避難場所・避難所
の浸水等により、市内で避難場所・避難所が不足する恐れがあ
る。

【D-3】災害時にお互いの避難所情報の共有ができていない。

【D-4】危険箇所を考慮した避難経路の検討ができていない地域
がある。

【D-5】広域避難として近隣自治体への避難を想定しているが、十
分な取組ができていない。

・大雨・暴風時に防災行政無線
の聞き取りにくさが発生するた
め、新たな情報伝達手段を検
討する必要がある。
・Twitter、Facebook等SNSを活
用し、こまめに防災に関する情
報を発信する必要がある。

・各機関が総合防災情報シス
テムを用いて情報共有できるよ
うにする必要がある。(危機管
理課)

・近年頻発している集中豪雨や
異常洪水に対応するために、
避難を促す緊急行動に向け
て、流域市町長が避難の時期・
区域を適切に判断するための
支援や流域住民が自らリスク
を察知し主体的に避難するた
めの支援を進める必要があ
る。

・住民自らの避難行動支援の
ため効果的な情報伝達の検討
や、HP等で公開している防災
気象情報について継続した周
知活動を実施する必要があ
る。

・住民自らの避難行動支援の
ため効果的な情報伝達の検討
や、HP等で公開している防災
気象情報について継続した周
知活動を実施する必要があ
る。

【E-1】令和元年東日本台風においても防災行政無線が聞こえに
くかったという意見が寄せられており、大雨・暴風により防災行政
無線等の音声が聞こえない場合を想定した対応を考える必要が
ある。

【E-2】災害情報について洪水ハザードマップ等にて周知を行って
いるが、洪水浸水想定区域図等の中身を詳しく理解している人は
約３割*にとどまっており、住民へ十分浸透しておらず、水位情報
のみを伝えても効果がない。

【F-1】外国人の避難誘導体制が確保されていない地域がある。

【F-2】洪水浸水想定区域内にある要配慮者利用施設の避難確
保計画の未策定の施設がある。

【F-3】洪水浸水想定区域内に居住する要配慮者のうち、避難行
動要支援者に該当する方の風水害に対する具体的な避難方法等
についての個別計画の策定を進める必要がある。

＊：R2年度において、高崎河川国道事務所管内にある高崎市、藤岡市、玉村町、神川町、上里町の町丁目単位で烏川・神流川・鏑川・碓氷川洪水浸水想定区域内にお住まいの方々を対象に、無作為に実施した地域住民意識アンケートの回答（有効回答）数に対する割合 

・洪水浸水想定区域内にある
要配慮者利用施設の避難確保
計画の未策定の施設がある。
・全ての避難行動要支援者の
個別避難計画が策定されてい
ない。

（E)住民等
への情報
伝達の体
制や方法

（F)避難誘
導体制

・要配慮者の避難支援体制を
確保するため、福祉部局と連
携し個別避難計画の作成に努
める必要がある。

・外国人の避難誘導体制が確
保されていない。
・要配慮者の個別避難計画を
策定していない。

・外国人への情報伝達体制の
構築を図る必要がある。

・当市は防災行政無線は設置
しない方針となっている。
・R2より新たに導入した「防災
ふじおかVOICE」を活用し、携
帯電話等を持たない人達への
支援策として固定電話へ避難
情報を発信する。
・今後、運用方法について改善
点があればその都度課題とし
て取り組んでいく必要がある。

・台風等の風水害時の屋外で
の広報は、正確性に欠けるた
め、情報弱者に対して固定電
話への伝達を検討する必要が
ある。
・災害情報について洪水ハ
ザードマップ等にて周知を行っ
ているが、住民へ十分浸透して
おらず、水位情報のみを伝えて
も効果がない。

・防災行政無線のデジタル化を
行ったが、スピーカーを利用し
ての情報伝達では、大雨や暴
風時には聞こえない事態が発
生することが考えられる。その
ため、防災行政無線戸別受信
機の配布や、防災メールの登
録の促進をする必要がある。
・ハザードマップの見直しを図
り、住民へ配布する。
・情報伝達方法を多重化する
ため、開局が見込まれるコミュ
ニティFM（本庄市）の活用も進
めていく必要がある。
・戸別受信機の配布や防災
メールの登録について利用促
進の必要がある。
・ハザードマップを活用した防
災講座を行い、住民への周知
を設定する必要がある。

・防災行政無線のデジタル化を
行ったが、スピーカーからの情
報伝達は、大雨や暴風時には
聞こえない事態が発生すると考
えられるので、防災メールの登
録や放送内容を電話で聞き直
しができる自動応答装置の利
用を促進する必要がある。
・情報伝達方法の多重化のた
め、コミュニティFMの活用と周
知・啓発を推進する必要があ
る。
・住民へハザードマップの正し
い理解や水位情報などの利活
用を進めていただくため、引き
続き水防災に関する講座等を
開催し、防災知識の普及啓発
を推進する必要がある。

・要配慮者利用施設の避難確
保計画についてはある程度目
途が立ったため、今後は訓練
の実施を要請し、100％の達成
率を目指す必要がある。
・現状、訓練の実施率向上に
努めているが、施設によっては
寝たきりの利用者がいることや
通院のみの利用者がいること
もあるため、訓練実施のタイミ
ングや対象の範囲等を施設側
に示すことが難しい。

・防災ガイドハザードマップ（外
国語表記版）の配布及び周知・
啓発。
・浸水想定区域内の要配慮者
利用施設における避難確保計
画の策定が未策定の施設があ
る。
・避難行動要支援者に対する
個別避難計画作成の推進。

（D)避難場
所、避難

経路

・避難の方法や必要性につい
て、出前講座等の場を利用し
周知することで知識の習熟を
図る必要がある。

・避難の方法や必要性につい
て、説明会などを実施して周知
していく必要がある。

・質的・量的な避難所の確保が
必要である。

・状況に応じて対応いただける
よう、避難の必要性について住
民に理解を深めていただきた
い。このため、水防災の説明会
などを実施して周知していく必
要があるが、十分な実施がで
きていない。
・自助・共助の取り組みを促進
し、自主防災組織の設置につ
いて進めてもらう必要がある。
・町の面積の半分以上が浸水
想定区域となっているため、広
範囲な浸水により多くの避難者
が発生し、避難所が不足する
恐れがある。
・近隣市町などへの広域避難
を想定しておく必要があるが、
十分な取組が行えておらず、広
域避難計画の策定も着手でき
ていない。

・コロナ禍での、避難所運営に
不安がある。
・広範囲に浸水した場合、避難
所が不足するおそれがある。
・危険箇所の回避等、避難経
路の検討が必要。
・広域避難について、他の自治
体との協議をどのように進める
かが課題である。

・近隣の自治体と連携し、災害
時にお互いの避難所の情報を
共有できる体制を構築する。
・届出避難所制度を活用しても
らい、各町内で分散して避難で
きるようにする。
・自助・共助の重要性について
自主防災会の活動を通じて住
民へさらに周知する必要があ
る。

・市町村との勉強会や出前講
座等を通じて防災知識の普及
活動を実施しているところであ
るが、烏・神流川流域を限定し
た水災害教育の実施の機会に
は数が限られる。さらなる関係
機関との連携、定期的な情報
交換が必要と思われる。

・市町村との勉強会や出前講
座等を通じて防災知識の普及
活動を実施しているところであ
るが、烏・神流川流域を限定し
た水災害教育の実施の機会に
は数が限られる。さらなる関係
機関との連携、定期的な情報
交換が必要と思われる。

・全ての住民に理解してもらえ
るよう、引続き周知を図っていく
必要がある。
・避難場所や避難場所までの
安全な避難経路を全ての住民
が把握し、適切な避難行動を
執ってもらえるよう、引続き周
知を図っていく必要がある。

（A)想定さ
れる浸水

リスクの周
知

【A-1】洪水浸水想定区域図や市町の洪水ハザードマップ等にお
ける浸水リスクが地域住民に十分理解されていないことが想定さ
れ、避難行動に繋がっていない懸念がある。

（B)洪水時
における
河川水位
等の情報
提供等の
内容及び
タイミング

（C)避難
勧告等の
発令基準

・洪水浸水想定区域図等にお
ける浸水リスクが、住民に十分
に認知されておらず、避難行動
に繋げられるか懸念される。
・正確な情報を周知するため、
ハザードマップの見直しを図
り、住民に配布する必要があ
る。

・急激な水位上昇時に適切なタ
イミングで適確な情報を伝達で
きるか懸念される。
・洪水予報等の防災情報の意
味やその情報による対応が住
民には十分認知されていない
ことが懸念される。

・近年頻発している集中豪雨や
異常洪水に対応するために、
避難を促す緊急行動に向け
て、流域市町長が避難の時期・
区域を適切に判断するための
支援や流域住民が自らリスク
を察知し主体的に避難するた
めの支援を進める必要があ
る。

・情報発信元である前橋地方
気象台や高崎河川国道事務所
との連絡を密にし、常に最新の
情報を得ることに努め、あらゆ
る事態にも対応できるよう複数
の手段を予め講ずる必要があ
る。

・避難勧告の発令等に着目し
たタイムライン（防災行動計画）
を策定したが、その位置付け
や内容を地域防災計画に反映
させていない。
・高齢者等避難は要配慮者へ
行動を促す情報という面もある
が、要配慮者の中にはベッドか
ら動かすだけでも困難であり体
調を崩してその後の生活に支
障がある方がいる中で移動が
困難な方々に対して避難指示
等よりも頻出する高齢者等避
難で避難行動を促しても、現実
的には避難行動に繋がりにく
い。
・井野川等の中小河川におい
ては短時間で水位が上昇する
こともあるため避難情報の発
令基準が非常に難しい。

・洪水浸水想定区域図等にお
ける浸水リスクが地域住民に
十分に認知されておらず、浸水
継続時間や家屋倒壊等氾濫想
定区域などの情報を正確に理
解し、避難行動に繋げられるか
懸念される。(河川課)

・ダム下流の県管理区間の浸
水想定区域図が河川管理であ
る群馬県及び埼玉県により公
表されているが、地域住民の
認知が必ずしも十分ではない
ため、各県が行う周知活動の
支援を行う必要がある。

・洪水予報等の防災情報の意
味やその情報による取るべき
対応について、住民に十分理
解されていないことが懸念され
る。

・洪水予報等の防災情報の意
味やその情報により取るべき
対応について、より一層の情報
の提供を周知、広報する必要
がある。

・洪水予報等の防災情報の意
味やその情報による対応が住
民には十分認知されていない
ことが懸念される。(河川課)

・洪水予報等の防災情報の意
味やその情報による対応が地
域住民に十分理解されていな
いことが懸念される。

・防災気象情報を住民自らが
避難に活用できるよう継続した
周知活動を実施する必要があ
る。

・防災気象情報を住民自らが
避難に活用できるよう継続した
周知活動を実施する必要があ
る。

・防災情報等の意味やその情
報による対応が洪水浸水想定

区域内の地域住民の約３割*
し

か理解されていない。

項目
【参考】烏・神流川流域としての

課題高崎市 藤岡市 玉村町 神川町 上里町 群馬県 埼玉県 水資源機構（下久保ダム管理所） 前橋地方気象台 熊谷地方気象台 JR東日本高崎支社 上信電鉄株式会社
関東地方整備局

高崎河川国道事務所
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別紙1○取組状況の課題の抽出

②水防に関する事項
機関ごとの課題

・情報発信元である前橋地方
気象台や高崎河川国道事務所
との連絡を密にし、常に最新の
情報を得ることに努め、あらゆ
る事態にも対応できるよう複数
の手段を予め講じておく必要が
ある。

・河川水位等の最新情報の把
握に努め、必要があればすみ
やかに市民に周知する必要が
ある。

・河川水位等の最新情報の把
握に努め、防災対応に遅れが
生じないよう関係機関と連携を
強化する必要がある。

・引き続き、防災対応の初動が
遅れる事が無いように市町村と
の勉強会を実施し、地域防災
力向上に直結する支援を実行
する必要がある。

・引き続き、防災対応の初動が
遅れる事が無いように市町村と
の勉強会を実施し、地域防災
力向上に直結する支援を実行
する必要がある。

・リードタイムの長い水位予測
情報の適確なタイミングの提供
と流域特性を踏まえた予測の
精度向上を図る必要がある。

・洪水中の巡視は、職員の安
全確保に懸念がある。

・河川ごとに巡視区間を定める
必要がある。

・洪水中の巡視（特に夜間）
は、安全確保に懸念がある。

・洪水中の巡視は、安全確保
に懸念がある。

・洪水中の巡視（特に夜間）
は、安全確保に懸念がある。

・洪水中の巡視（特に夜間）
は、安全確保に懸念がある。

・新町支所が浸水による被害を
受けた場合でも、行政機関とし
て従来通りの業務が可能な代
替施設や体制を構築する必要
がある。

・水防団員数の減少と高年齢
化、サラリーマン団員の増加等
により実働出勤者が減少し、ま
た、水防工法、水防技術の知
識低下が懸念される。

・水防工法訓練の実施により、
水防団員等の知識及び技術向
上を図る必要がある。

・水防団員数の減少と高年齢
化、サラリーマン団員の増加等
により実働出勤者の減少。水
防工法、水防技術の知識低
下。(河川課)

・水防団の水防工法、水防技
術の知識低下が懸念される。

【I-1】水防団員数の減少と高年齢化、サラリーマン団員の増加率
等により実働出動者が減少し、また、水防工法、水防技術の知識
低下が懸念される。

【I-2】市町庁舎や災害拠点病院において、自衛水防の体制に懸
念がある。

・水防資機材の点検、補充を定
期的に実施していない。
・大規模水害の際には水防資
機材は不足する。特に救助用
のボートが必要である。

・ボートが古く、重量もあり扱い
が難しいと考えられるため、新
しいボートの購入を検討する必
要がある。

・水防資機材の点検、補充を定
期的に実施していない。

・水防資材の点検、補充を定期
的に実施できていない。

・未使用資材の品質確保の継
続、大規模災害時の資材確保
に懸念がある。
・水防資機材の点検、補充を定
期的に実施していない。(河川
課)

・堤防被災時等の復旧のため
の資材確保に時間を要する場
合がある。

【J-1】水防資機材の点検、十分な補充ができていない地域があ
る。

【J-2】大規模水害の際に水防資機材が不足する。特に取り扱い
の容易な救助用のボートが不足する地域がある。

③氾濫水の排水、施設運用等に関する事項
機関ごとの課題

【K-1】烏・神流川の堤防天端は、水防活動や堤防被災時等の復
旧活動時に、大型車両が通行できない幅の狭い区間がある。

【K-2】既存の排水施設、排水系統を考慮しつつ、想定される大規
模浸水に対し、早期の社会機能回復の対応のため関係機関との
連携強化が必要である。

【K-3】排水樋管の確実な運用体制を確保する必要がある。

・令和元年台風第19号洪水時

に実施した800m3
/s一定量放

流（特別防災操作）を踏まえ、
今後、ダム操作などの情報に
ついて、関東地方整備局等の
関連機関とより密な情報共有
を進める必要がある。

【L-1】今後も大規模降雨に対して、特別防災操作を含めたダム
操作に関する情報の伝達などを関係機関と密に共有を進める必
要がある。

④河川管理施設の整備に関する事項
機関ごとの課題

上信電鉄株式会社
関東地方整備局

高崎河川国道事務所

（M)堤防
等河川管
理施設の
現状の整
備状況及
び今後の
整備内容

【Ｍ－１】堤防が整備されていない区間や流下能力が不足してい
る区間があり、水害発生リスクが高い地域がある。

・烏・神流川の堤防天端は、水
防活動や堤防被災時等の復旧
活動時に、大型車両が通行で
きない幅の狭い区間がある。
・既存の排水施設、排水系統を
考慮しつつ、想定される大規模
浸水に対し、早期の社会機能
回復の対応のため関係機関と
の連携強化が必要である。

・堤防が整備されていない区間
や流下能力が不足する区間が
あり、水害の発生リスクが高い
地域がある。

群馬県 埼玉県 水資源機構（下久保ダム管理所） 前橋地方気象台 熊谷地方気象台 JR東日本高崎支社

（L）ダム
等の危機
管理型の

運用

項目
烏・神流川流域としての

課題高崎市 藤岡市 玉村町 神川町 上里町

（K)排水施
設、排水
資機材の
操作・運

用

・既存の排水施設、排水系統も
考慮しつつ、想定される大規模
浸水に対し、新たな排水設備を
整備する予定だが、確実な住
民避難や早期の社会機能回復
の対応を行えない懸念がある。

・建設部を中心とした堤防等設
備の見直しや、必要があれば
強化・補強を順次優先度を考
慮し行う。

・排水樋管の確実な運用体制
を確保するため、全ての樋管
において操作要領を作成する
必要がある。

烏・神流川流域としての
課題高崎市 藤岡市 玉村町 神川町 上里町 群馬県 埼玉県

・水防資機材の点検を実施して
いるが、補充が十分でない。
・水防団が活動時に着用するラ
イフジャケットについて数が不
足しているので全員分を目標
に整備する必要がある。
・ボートについては新たに２艘
購入したので、既存の２艘と合
わせ４艘となった。今後は訓練
を行う必要がある。

（I)水防活
動の実施

体制

・水防工法訓練の実施により、
水防団等の知識及び技術向上
を図る必要がある。
・災害拠点病院である「公立藤
岡総合病院」が平成29年11月
に移転し、最大0.9ｍの浸水深
が想定される浸水想定区域に
位置している。

・山間部地域では水防団員の
高齢化、後継者不足が懸念さ
れる。
・水防工法訓練の実施により、
水防団員等の知識及び技術向
上を図る必要がある。

水資源機構（下久保ダム管理所） 前橋地方気象台 熊谷地方気象台 JR東日本高崎支社 上信電鉄株式会社
関東地方整備局

高崎河川国道事務所

（J)水防資
機材の整
備状況

項目

（G)河川
水位等に
係る情報

提供

【Ｇ-1】河川水位等の最新情報の把握に努め、防災対応に遅れ
が生じないよう関係機関と連携を強化する必要がある。

（H)河川の
巡視区間

【H-1】洪水中の巡視（特に夜間）は、安全確保に懸念がある。

群馬県 埼玉県 水資源機構（下久保ダム管理所） 前橋地方気象台 熊谷地方気象台 JR東日本高崎支社
烏・神流川流域としての

課題高崎市 藤岡市 玉村町 神川町 上里町

・近年頻発している集中豪雨や
異常洪水に対応するために、
避難を促す緊急行動に向け
て、流域市町長が避難の時期・
区域を適切に判断するための
支援や流域住民が自らリスク
を察知し主体的に避難するた
めの支援を進める必要があ
る。

上信電鉄株式会社
関東地方整備局

高崎河川国道事務所

項目
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別紙２

○概ね５年で実施する取組①

注）二重下線は令和3年度以降からの取組項目  ●︓完了/◎︓継続実施/□︓未実施 ︓取組方針の取組対象外

関係機関の連携体制

1
【重点】
新たな関係機関参画の検討・推進

― ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

1）ハード対策の主な取組
■洪水を安全に流すための対策

2 優先的に実施する堤防整備（流下能力対策） M-1 令和5年度 ◎

3 事前防災等の必要な樹木伐採・河道掘削の実施 ― 継続して実施 ◎

■避難行動、水防活動、排水活動に資する基盤等の整備

4
雨量・水位等の観測データ及び洪水時の状況を把握・
伝達するための施設を必要に応じて整備

E-1
E-2

順次実施 ◎ ● ◎

5
堤防等の復旧を効率的に行うための水防拠点や堤防天
端上の車両交換場所の整備促進

K-1 継続して実施 ◎

6 水防資機材の配備
J-1
J-2

継続して実施 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

7
市町村庁舎や災害拠点病院等の機能確保のための対策
の充実

I-2
平成30年度から
順次実施 ◎ □ □

8
樋管の操作不要な無動力ゲートの導入による確実な運
用体制の確保

K-3 継続して実施 ◎

目標
時期

熊
谷
地
方
気
象
台

関
東
地
方
整
備
局

高
崎
河
川
国
道
事
務
所

前
橋
地
方
気
象
台

玉
村
町

神
川
町

上
里
町

群
馬
県

JR
東
日
本
高
崎
支
社

上
信
電
鉄

埼
玉
県

水
資
源
機
構

下
久
保
ダ
ム
管
理
所

気象庁 鉄道事業者

項目 事項

実施機関

高
崎
市

藤
岡
市

番号 内容
課題の
対応
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別紙２

○概ね５年で実施する取組①

注）二重下線は令和3年度以降からの取組項目 ●︓完了/◎︓継続実施/□︓未実施 ︓取組方針の取組対象外

目標
時期

熊
谷
地
方
気
象
台

関
東
地
方
整
備
局

高
崎
河
川
国
道
事
務
所

前
橋
地
方
気
象
台

玉
村
町

神
川
町

上
里
町

群
馬
県

JR
東
日
本
高
崎
支
社

上
信
電
鉄

埼
玉
県

水
資
源
機
構

下
久
保
ダ
ム
管
理
所

気象庁 鉄道事業者

項目 事項

実施機関

高
崎
市

藤
岡
市

番号 内容
課題の
対応

2）ソフト対策の主な取組　①円滑かつ迅速な避難行動のための取組
■情報伝達、避難計画等に関する取組

9 リアルタイムの情報提供やプッシュ型情報の発信
E-1
E-2
G-1

継続して実施 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

10
【重点】
情報伝達手段の多重化（コミュニティFM放送の整備、
防災ラジオの配布、SNS配信など）

B-1
E-1
E-2

継続して実施 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

11 ライブカメラ等の情報をリアルタイムで提供
B-1
E-1
E-2

継続して実施 ◎ ◎ ● ◎ ◎ ◎ ◎

12

【重点】
避難勧告の発令等に着目したタイムライン（防災行動
計画）の関連機関との連携状況や訓練の実施等を踏ま
えた精度向上

B-1
B-2
L-1

平成29年度から
順次実施 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ □ ◎

13
【重点】
広域避難計画の策定

C-1
D-1
D-2
D-3
D-5

継続して実施 ◎ ◎ ◎ □

14 緊急避難場所の確保
D-1
D-2

平成28年度から
順次実施 ●

4/27



別紙２

○概ね５年で実施する取組①

注）二重下線は令和3年度以降からの取組項目 ●︓完了/◎︓継続実施/□︓未実施 ︓取組方針の取組対象外

目標
時期

熊
谷
地
方
気
象
台

関
東
地
方
整
備
局

高
崎
河
川
国
道
事
務
所

前
橋
地
方
気
象
台

玉
村
町

神
川
町

上
里
町

群
馬
県

JR
東
日
本
高
崎
支
社

上
信
電
鉄

埼
玉
県

水
資
源
機
構

下
久
保
ダ
ム
管
理
所

気象庁 鉄道事業者

項目 事項

実施機関

高
崎
市

藤
岡
市

番号 内容
課題の
対応

15
【重点】Ｒ３
要配慮者利用施設における避難確保計画の作成。避難
訓練の実施

F-2 令和3年度 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

16
浸水想定区域内に位置する要配慮者利用施設等への情
報伝達体制の確保

F-2
平成30年度から
順次実施 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

17 洪水時におけるホットライン B-2 継続して実施 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ □ ◎

18
市町のまちづくり担当部局等に対し、水害リスク情報
を提供

A-1
令和3年度から
順次実施 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

19
不動産関連事業者に対し、不動産関係団体の研修会等
で水害リスク情報を提供

A-1
令和３年度から
順次実施 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

20
【重点】
市町・自主防災組織等による要配慮者の避難支援体制
の推進

F-3 継続して実施 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

21
【重点】
避難場所（避難所）改善検討

― 継続して実施 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎
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別紙２

○概ね５年で実施する取組①

注）二重下線は令和3年度以降からの取組項目 ●︓完了/◎︓継続実施/□︓未実施 ︓取組方針の取組対象外

目標
時期

熊
谷
地
方
気
象
台

関
東
地
方
整
備
局

高
崎
河
川
国
道
事
務
所

前
橋
地
方
気
象
台

玉
村
町

神
川
町

上
里
町

群
馬
県

JR
東
日
本
高
崎
支
社

上
信
電
鉄

埼
玉
県

水
資
源
機
構

下
久
保
ダ
ム
管
理
所

気象庁 鉄道事業者

項目 事項

実施機関

高
崎
市

藤
岡
市

番号 内容
課題の
対応

2）ソフト対策の主な取組　①円滑かつ迅速な避難行動のための取組
■平時から住民等への周知・教育・訓練に関する取組

22
【重点】
想定し得る最大規模降雨による洪水浸水想定区域に基
づく、洪水ハザードマップの普及・啓発

A-1
C-1
D-1
D-4
E-2
F-1

継続して実施 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

23
気象庁で提供する防災気象情報活用に向けた普及・啓
発

B-1
B-2

継続して実施 ◎ ◎

24 地域の自主的な避難につながる避難訓練等の実施

D-1
F-1
F-2
F-3

継続して実施 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

25
自主防災組織の維持と避難誘導者の担い手の指定・育
成

D-1
F-1
F-2
F-3

継続して実施 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

26
【重点】Ｒ３
防災知識の向上のための住民等への説明会・出前講座
等の開催

A-1
B-1
D-1
E-2

継続して実施 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎
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別紙２

○概ね５年で実施する取組①

注）二重下線は令和3年度以降からの取組項目 ●︓完了/◎︓継続実施/□︓未実施 ︓取組方針の取組対象外

目標
時期

熊
谷
地
方
気
象
台

関
東
地
方
整
備
局

高
崎
河
川
国
道
事
務
所

前
橋
地
方
気
象
台

玉
村
町

神
川
町

上
里
町

群
馬
県

JR
東
日
本
高
崎
支
社

上
信
電
鉄

埼
玉
県

水
資
源
機
構

下
久
保
ダ
ム
管
理
所

気象庁 鉄道事業者

項目 事項

実施機関

高
崎
市

藤
岡
市

番号 内容
課題の
対応

27

【重点】
浸水想定区域内の小中学校等における水防災教育の実
施
（教育委員会及び教職員と連携し、継続的な水防災教
育の場を実現する。）

A-1
B-1
D-1
E-2

継続して実施 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ □ □ ◎ ◎

28
【重点】Ｒ３
関係自治体等の公共施設及び公共交通機関施設等への
防災関連情報の掲示やパンフレットの設置

A-1
D-1
E-2

継続して実施 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ □ □ ◎ ◎ ◎ ◎ □ ◎

29
【重点】Ｒ３
浸水想定区域内の水害リスクのある住民等に対するマ
イ・タイムライン（避難行動計画）の作成・普及啓発

A-1
B-1
E-2

継続して実施 ◎ ◎ □ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

30
【重点】
災害リスクの現地表示の促進
（まるごとまちごとハザードマップの実施）

A-1
D-1
E-2

令和3年度から
順次実施 ◎ ◎ □ □ □ ◎ □
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別紙２

○概ね５年で実施する取組①

注）二重下線は令和3年度以降からの取組項目 ●︓完了/◎︓継続実施/□︓未実施 ︓取組方針の取組対象外

目標
時期

熊
谷
地
方
気
象
台

関
東
地
方
整
備
局

高
崎
河
川
国
道
事
務
所

前
橋
地
方
気
象
台

玉
村
町

神
川
町

上
里
町

群
馬
県

JR
東
日
本
高
崎
支
社

上
信
電
鉄

埼
玉
県

水
資
源
機
構

下
久
保
ダ
ム
管
理
所

気象庁 鉄道事業者

項目 事項

実施機関

高
崎
市

藤
岡
市

番号 内容
課題の
対応

2）ソフト対策の主な取組　②洪水氾濫による被害の軽減及び避難時間の確保のための水防活動等の取組
■水防活動の効率化及び水防体制の強化に関する取組

31
【重点】Ｒ３
自治体、地域住民、水防団等と洪水に対してリスクが
高い区間（重要水防箇所等）の共同点検を実施

B-2
D-1
E-2
H-1
J-1
J-2

継続して実施 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ □ □ ◎

32 水防団等への連絡体制の確認と伝達訓練の実施
H-1
I-1

継続して実施 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

33
【重点】
関係機関と連携した水防技術の継承等のための水防訓
練の実施

I-1
J-1
J-2

継続して実施 ◎ ◎ □ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

34 水防団員の実働者（担い手）の確保 I-1 継続して実施 ◎ ◎ ◎
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別紙２

○概ね５年で実施する取組①

注）二重下線は令和3年度以降からの取組項目 ●︓完了/◎︓継続実施/□︓未実施 ︓取組方針の取組対象外

目標
時期

熊
谷
地
方
気
象
台

関
東
地
方
整
備
局

高
崎
河
川
国
道
事
務
所

前
橋
地
方
気
象
台

玉
村
町

神
川
町

上
里
町

群
馬
県

JR
東
日
本
高
崎
支
社

上
信
電
鉄

埼
玉
県

水
資
源
機
構

下
久
保
ダ
ム
管
理
所

気象庁 鉄道事業者

項目 事項

実施機関

高
崎
市

藤
岡
市

番号 内容
課題の
対応

2）ソフト対策の主な取組　③一刻も早い生活再建及び社会経済活動の回復を可能とする排水活動及び施設運用強化の取組

■排水活動及び施設運用の強化に関する取組

35
【重点】Ｒ３
排水作業準備計画（案）に基づく関係機関と連携した
緊急排水活動の実働訓練の実施

K-2
K-3

平成29年度から
定期的に実施 ◎ ◎ ◎ ◎

36
排水作業準備計画（案）に基づく排水樋管の管理者
（操作委託者）による樋管操作訓練の実施

K-2
K-3

令和3年度から
定期的に実施 □ □ ◎ ◎
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　別紙３○概ね５年で実施する取組

③実施内容
（別紙３記載内容）

③実施内容
（別紙３記載内容）

③実施内容
（別紙３記載内容）

③実施内容
（別紙３記載内容）

③実施内容
（別紙３記載内容）

③実施内容
（別紙３記載内容）

③実施内容
（別紙３記載内容）

③実施内容
（別紙３記載内容）

③実施内容
（別紙３記載内容）

③実施内容
（別紙３記載内容）

③実施内容
（別紙３記載内容）

③実施内容
（別紙３記載内容）

③実施内容
（別紙３記載内容）

関係機関の連携体制
【上段欄】
・高齢者福祉部局へ情報
共有（水害時における高
齢者等要配慮者の避難行
動の理解促進に関する取
組について）

【上段欄】
・高齢者福祉部局との情
報共有

【上段欄】
・高齢者福祉部局へ情報
共有（水害時における高
齢者等要配慮者の避難行
動の理解促進に関する取
組について）

【上段欄】
・高齢者福祉部局へ情報
共有（水害時における高
齢者等要配慮者の避難行
動の理解促進に関する取
組について）

【上段欄】
・高齢者福祉部局へ情報
共有（水害時における高
齢者等要配慮者の避難行
動の理解促進に関する取
組について）

【上段欄】
・市町の防災部局、高齢
者福祉部局に加え、都市
計画部局等への協議会の
取組共有を働きかける

【下段欄】
【実施内容】
・福祉部局と個別避難計
画に係る調整を実施
【時期】
・R3.10月頃～（継続
中）

【下段欄】
【実施内容】
・庁内の関連部局との情
報共有
【時期】
・通年

【下段欄】
【実施内容】
・福祉部局、社会福祉協
議会と担当者会議を行っ
た
・福祉部局を通じて、民
生委員への情報提供と参
画を図っている
【時期】
・11月30日、1月・3月

【下段欄】
【実施内容】
・水害時における高齢者
等要配慮者の避難行動の
理解促進に関する取組に
ついて、高齢者福祉部局
と情報共有
【時期】
・R3年度

【下段欄】
【実施内容】
・高齢者福祉部局、障害
者福祉部局、社会福祉協
議会との避難行動要支援
者名簿及び個別避難計画
等に係る調整会議におい
て、情報共有等を行った
・令和3年9月に毎戸配布
した防災ガイド・ハザー
ドマップを関係部署へも
配布し、水害リスク等の
周知を図った
【時期】
・調整会議︓令和3年5月
11日（火）
・防災ガイド・ハザード
マップの配布︓令和3年9
月

【下段欄】
【実施内容】
・市町の防災部局だけで
なく、高齢者福祉部局等
への協議会の取組共有を
働きかけた
【時期】
・R3年度

1）ハード対策の主な取組
■洪水を安全に流すための対策

【上段欄】
・堤防が整備されていな
い区間の堤防整備
・樋管整備

【下段欄】
【実施内容】
・継続実施中
【時期】
・令和３年度

【上段欄】
・氾濫の危険エリアの解
消のための樹木伐採・河
道掘削の実施
・視認性の確保のための
樹木伐採及びそのための
河道掘削の実施

【下段欄】
【実施内容】
・継続実施中
【時期】

項
目

事
項

課題の対
応

番号
重点
項目 内容

気象庁
（熊谷地方気象台）

JR東日本高崎支社 上信電鉄
関東地方整備局

（高崎河川国道事務所）

― 1 【重点】

【重点】
新たな関係機関参画の
検討・推進

高崎市 藤岡市 玉村町 神川町 上里町 群馬県 埼玉県
水資源機構

（下久保ダム管理所）
気象庁

（前橋地方気象台）

M-1 2
優先的に実施する堤防
整備（流下能力対策）

― 3

事前防災等の必要な樹
木伐採・河道掘削の実
施

注）二重下線は令和3年度以降からの取組項目
下線は協議会構成機関別、令和3年度以降追加された取組内容
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　別紙３○概ね５年で実施する取組

③実施内容
（別紙３記載内容）

③実施内容
（別紙３記載内容）

③実施内容
（別紙３記載内容）

③実施内容
（別紙３記載内容）

③実施内容
（別紙３記載内容）

③実施内容
（別紙３記載内容）

③実施内容
（別紙３記載内容）

③実施内容
（別紙３記載内容）

③実施内容
（別紙３記載内容）

③実施内容
（別紙３記載内容）

③実施内容
（別紙３記載内容）

③実施内容
（別紙３記載内容）

③実施内容
（別紙３記載内容）項

目
事
項

課題の対
応

番号
重点
項目 内容

気象庁
（熊谷地方気象台）

JR東日本高崎支社 上信電鉄
関東地方整備局

（高崎河川国道事務所）
高崎市 藤岡市 玉村町 神川町 上里町 群馬県 埼玉県

水資源機構
（下久保ダム管理所）

気象庁
（前橋地方気象台）

注）二重下線は令和3年度以降からの取組項目
下線は協議会構成機関別、令和3年度以降追加された取組内容

■避難行動、水防活動、排水活動に資する基盤等の整備
【上段欄】
・「河川氾濫に関する群
馬県減災対策協議会」で
必要箇所を整理し、危機
管理型水位計、簡易型河
川監視カメラの拡充を行
う

【上段欄】
・必要に応じ、水位計、
異常洪水時の放流警報装
置等の追加設置

【上段欄】
・必要に応じ、危機管理
型水位計、簡易河川監視
カメラの追加設置

【下段欄】
【実施内容】
・「河川氾濫に関する群
馬県減災対策協議会」の
地域部会により危機管理
型水位計・河川監視カメ
ラの配置計画を作成し、
計画的に整備を実施
【時期】
・令和３年度中

【下段欄】
【実施内容】
・追加設置の必要無し
【時期】
・令和3年12月検討

【下段欄】
【実施内容】
・追加設置の必要無し
【時期】
・R3年度

【上段欄】
・水防拠点、堤防天端上
の車両交換場所、側帯等
の整備
・全体計画の再検討
・水防拠点として、自治
体と連携して河川防災ス
テーション整備

【下段欄】
【実施内容】
・検討実施中
【時期】
・R3年度

【上段欄】
・水防倉庫（8箇所）につ
いて、水防資機材リスト
の更新
・水防連絡部会を活用し
て関係者にリストを共有
・水難救助資材等の整備

【上段欄】
・水防団への救命胴衣の
配備
・水防資機材リストの更
新

【上段欄】
・水防倉庫（玉村町水防
センター等）について、
水防資機材リストの更新
・水防連絡部会を活用し
て関係者にリストを共有

【上段欄】
・水防倉庫（2箇所）につ
いて、水防資機材リスト
の更新
・水防連絡部会を活用し
て関係者にリストを共有
・水防資機材の定期的な
補充

【上段欄】
・水防倉庫（長浜、忍
保）について、水防資機
材及びリストの更新
・水防連絡部会を活用し
て関係者にリストを共有

【上段欄】
・出水期前の管理する水
防資機材の点検、配備の
実施
・水防資機材の配備基準
の作成

【上段欄】
・水防倉庫（埼玉県内17
箇所）について、水防資
機材リストの更新
・水防計画を活用して関
係者にリストを共有

【上段欄】
・水防倉庫（資機材保管
場所4箇所、備蓄資材置き
場16箇所）及び側帯につ
いて、追加整備等に併せ
て水防資機材保管リスト
の更新
・災害対策車両・器機の
定期的な点検
・職員等への訓練・教育
・水防連絡部会を活用し
て関係者に水防資機材保
管リストを共有

【下段欄】
【実施内容】
・従来の取組を継続して
実施
【時期】
・R3年度

【下段欄】
【実施内容】
・水防団による水防資材
の作成及び自主防災組織
への土のうの配布
【時期】
・R3.5

【下段欄】
【実施内容】
・水防資機材の補充
【時期】
・令和3年10月　排水ポン
プ用電源盤の設置
・令和4年3月　土のう袋
購入

【下段欄】
【実施内容】
・水防資機材の補充
【時期】
・令和3年6月　排水ポン
プ購入

【下段欄】
【実施内容】
・水防倉庫（長浜、忍
保）内の資機材の管理及
びリスト更新

【時期】
・R3.12

【下段欄】
【実施内容】
・出水期前に水防資機材
の点検を実施
・各地域部会で想定され
る水防工法に応じた水防
資機材の配備基準に着手
・盛り土材や大型土のう
に使用する土砂備蓄に着
手
【時期】
・令和3年6月～10月
・令和3年11月
・令和3年

【下段欄】
【実施内容】
・令和３年度埼玉県水防
計画に県水防倉庫の水防
資器材配置図を掲載
【時期】
・令和3年4月

【下段欄】
【実施内容】
・水防資器機材台帳の点
検
・災害対策車両・器機の
定期的な点検済
・職員等への訓練・教育
を実施済
・水防連絡部会を活用し
て関係者に水防資機材保
管リストを共有済
【時期】
・R3年度

E-1
E-2

4

雨量・水位等の観測
データ及び洪水時の状
況を把握・伝達するた
めの施設を必要に応じ
て整備

K-1 5

堤防等の復旧を効率的
に行うための水防拠点
や堤防天端上の車両交
換場所の整備促進

J-1
J-2

6 水防資機材の配備
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　別紙３○概ね５年で実施する取組

③実施内容
（別紙３記載内容）

③実施内容
（別紙３記載内容）

③実施内容
（別紙３記載内容）

③実施内容
（別紙３記載内容）

③実施内容
（別紙３記載内容）

③実施内容
（別紙３記載内容）

③実施内容
（別紙３記載内容）

③実施内容
（別紙３記載内容）

③実施内容
（別紙３記載内容）

③実施内容
（別紙３記載内容）

③実施内容
（別紙３記載内容）

③実施内容
（別紙３記載内容）

③実施内容
（別紙３記載内容）項

目
事
項

課題の対
応

番号
重点
項目 内容

気象庁
（熊谷地方気象台）

JR東日本高崎支社 上信電鉄
関東地方整備局

（高崎河川国道事務所）
高崎市 藤岡市 玉村町 神川町 上里町 群馬県 埼玉県

水資源機構
（下久保ダム管理所）

気象庁
（前橋地方気象台）

注）二重下線は令和3年度以降からの取組項目
下線は協議会構成機関別、令和3年度以降追加された取組内容

【上段欄】
・災害拠点病院である公
立藤岡総合病院につい
て、浸水リスクについて
情報提供し、避難確保計
画の作成等、機能確保の
ための対策を促す
・避難所等となる小中学
校等への太陽光発電及び
蓄電を導入（令和4年度に
日野公民館と美九里公民
館に太陽光発電及び蓄電
池を導入予定）

【上段欄】
・高崎支社管内の駅を災
害時対応できるよう機能
強化

【上段欄】
・駅舎や電力供給施設の
耐水化、非常用発電等の
整備
・根小屋駅の避難場所の
変更を検討する

【下段欄】
【実施内容】
・避難所等となる公共施
設7施設（西中・第二小・
日野小・総合学習セン
ター・藤岡公民館・美土
里公民館・神流公民館）
に太陽光発電及び蓄電池
を導入
【時期】
・R3.4～R4.3

【下段欄】
【実施内容】
・未実施
【時期】

【下段欄】
【実施内容】
・未実施
【時期】

【上段欄】
・既存排水樋管の無動力
ゲート化の整備（フラッ
プゲート化）（阿久津樋
管）
※Ｒ元年度（岩鼻樋
管）、Ｒ2年度（薬師堂樋
管）は完成
【下段欄】
【実施内容】
・阿久津樋管へのフラッ
プゲート（ﾊﾞﾗﾝｽｳｪｲﾄ式ﾌ
ﾗｯﾌﾟｹﾞｰﾄ）の導入
【時期】
・令和4年度

I-2 7

市町村庁舎や災害拠点
病院等の機能確保のた
めの対策の充実

K-3 8

樋管の操作不要な無動
力ゲートの導入による
確実な運用体制の確保
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　別紙３○概ね５年で実施する取組

③実施内容
（別紙３記載内容）

③実施内容
（別紙３記載内容）

③実施内容
（別紙３記載内容）

③実施内容
（別紙３記載内容）

③実施内容
（別紙３記載内容）

③実施内容
（別紙３記載内容）

③実施内容
（別紙３記載内容）

③実施内容
（別紙３記載内容）

③実施内容
（別紙３記載内容）

③実施内容
（別紙３記載内容）

③実施内容
（別紙３記載内容）

③実施内容
（別紙３記載内容）

③実施内容
（別紙３記載内容）項

目
事
項

課題の対
応

番号
重点
項目 内容

気象庁
（熊谷地方気象台）

JR東日本高崎支社 上信電鉄
関東地方整備局

（高崎河川国道事務所）
高崎市 藤岡市 玉村町 神川町 上里町 群馬県 埼玉県

水資源機構
（下久保ダム管理所）

気象庁
（前橋地方気象台）

注）二重下線は令和3年度以降からの取組項目
下線は協議会構成機関別、令和3年度以降追加された取組内容

2）ソフト対策の主な取組　①円滑かつ迅速な避難行動のための取組
■情報伝達、避難計画等に関する取組

【上段欄】
・Twitter、Facebook等
SNSを用いたリアルタイ
ムでの情報発信
・高齢者等情報弱者と呼
ばれる市民へのプッシュ
型情報発信の研究・検討

【上段欄】
・ふじおかほっとメー
ル、ツイッター、HP、防
災ふじおかvoice(避難情報
等を固定電話へ一斉に情
報配信するサービス)、広
報車、エリアメールによ
る情報発信

【上段欄】
・エリアメール、メール
（メルたま）、HP、電
話、広報車、TV・ラジオ
等報道機関への依頼、コ
ミュニティFMによる情報
提供
・登録制メール「メルた
ま」への登録をPR
・玉村消防署・高崎河川
国道事務所（樋管操作受
託）・伊勢崎土木事務所
へは電話連絡
・携帯、スマホを持たな
い世帯への固定電話での
情報提供

【上段欄】
・防災行政無線（スピー
カー、戸別受信機）、
メール、HP、電話、LINE
による情報提供、広報
車、TV・ラジオ等報道機
関への依頼
・避難行動支援者施設へ
は電話連絡

【上段欄】
・防災行政無線（スピー
カー）、防災メール、エ
リアメール、ホームペー
ジ、フェイスブック、電
話、広報車、データ放送
等による情報提供

【上段欄】
・台風の接近等では県HP
で県民に対する注意喚起
を掲載

【上段欄】
・防災操作開始時等の関
係機関へ通知、川の防災
情報（HP)への掲示、サイ
レン吹鳴、警報車による
巡視等
・HPにて洪水調節効果を
リアルタイムに情報提供

【上段欄】
・気象庁HP、防災情報提
供システム（インター
ネット）、報道機関を通
じて情報提供（指定河川
洪水予報、防災気象情報
等）
・気象庁HPにて洪水警報
の危険度分布情報を提供
・台風説明会の実施

【上段欄】
・気象庁HP、防災情報提
供システム（インター
ネット）、報道機関を通
じて情報提供（指定河川
洪水予報、防災気象情報
等）
・気象庁HPにて洪水警報
の危険度分布情報を提供
・台風説明会の実施

【上段欄】
・情報提供については、
広報を通じ各種メディア
にスピーディな情報配信
に努める
・ホームページ

【上段欄】
・河川水位の動向に応じ
て、住民避難等に資する
「洪水予報」を関東地方
整備局（高崎河川国道事
務所）と気象台の共同発
表を実施
・緊急速報メールを活用
した洪水情報提供
・「川の水位情報」等の
HPによる情報提供

【下段欄】
【実施内容】
・災害時電話FAXサービス
の運用開始（R3.7月
～）、出水期に２回実績
有
・上記サービスの配信テ
ストを定期的に実施（7月
から4か月間、毎月末の月
曜日に配信）
【時期】
・R3.7月~

【下段欄】
【実施内容】
・ふじおかほっとメール
等にて防災情報を発信
【時期】
・通年

【下段欄】
【実施内容】
・固定電話や携帯電話へ
災害情報を一斉伝達する
システム「災害情報一斉
伝達・収集システム（通
称︓たまボイス）」を導
入し、募集を広報、ホー
ムページに掲載し、民生
委員に登録促進を依頼し
た。11月現在の登録者数
は290世帯
【時期】
・７月

【下段欄】
【実施内容】
・リアルタイムの情報提
供、プッシュ型情報配信
の継続
【時期】
・R3年度

【下段欄】
【実施内容】
・各種情報伝達手段を活
用したリアルタイムの情
報提供、プッシュ型の情
報配信を継続している
【時期】
・R3年度

【下段欄】
【実施内容】
・台風等の接近時に県HP
等での注意喚起を実施
【時期】
・台風等接近時等

【下段欄】
【実施内容】
・防災操作開始時等の関
係機関へ通知、川の防災
情報（HP)への掲示、サイ
レン吹鳴、警報車による
巡視等
【時期】
・5/11～12︓洪水対応演
習
・7/24︓台風8号、8/7︓
台風10号、8/15︓前線、
9/16︓台風14号、9/27:
台風16号

【下段欄】
【実施内容】
・引き続き情報提供を実
施している
・台風説明会を実施した
（第8号︓7/26、第10号
8/6、第14号9/16、第16
号9/29）
【時期】
・随時

【下段欄】
【実施内容】
・広報を通じたメディア
発信、駅頭表示
【時期】
・R3年度（継続実施）

【下段欄】
【実施内容】
・河川水位の動向に応じ
て、住民避難等に資する
「洪水予報」を関東地方
整備局（高崎河川国道事
務所）と気象台の共同発
表を実施
・緊急速報メールを活用
した洪水情報提供
・「川の水位情報」等の
HPによる情報提供
【時期】
・R3年度（継続実施）

【上段欄】
・Twitter、Facebook等
SNSを用いたリアルタイ
ムでの情報発信
・高齢者等情報弱者と呼
ばれる市民へのプッシュ
型情報発信の研究・検討

【上段欄】
・藤岡市の情報伝達手段
である、ほっとメール(登
録制)、ツイッター、Ｈ
Ｐ、広報車、防災ふじお
かvoiceの他、必要なもの
があれば検討し追加して
いく

【上段欄】
・ラジオによる情報提供
・FMたまむら（ラヂオな
なみ）と平成28年4月1日
に「災害時における放送
に関する協定書」を締結
済

【上段欄】
・令和2年度に防災行政無
線をアナログ方式からデ
ジタル方式に更新したこ
とに伴い、デジタル方式
に対応した戸別受信機の
配布を行う(配布済みの防
災ラジオは回収)

【上段欄】
・コミュニティＦＭ放
送、ＬＩＮＥを活用した
情報提供
・ほんじょうFMと緊急放
送に関する協定書を締結
済（令和2年12月）

【上段欄】
・総合防災情報システム
によりLアラートやSNSへ
の配信を行い、テレビ・
ラジオ等の様々なメディ
アを通じ、住民への迅速
な情報提供が可能

【上段欄】
・高崎支社ホームページ
にタイムリーに情報配信

【上段欄】
・ホームページや社線内
電話を活用し情報提供す
る

【上段欄】
・twitter等のSNSを活用
した水防災に関する情報
提供を実施
・洪水時にもtwitter、HP
等による河川情報等の提
供を実施

【下段欄】
【実施内容】
・取組番号⑨を参照
【時期】
・取組番号⑨を参照

【下段欄】
【実施内容】
・ホームページのリ
ニューアル及びインスタ
グラムの公式アカウント
の開設
【時期】
・R3.12

【下段欄】
【実施内容】
・番号9のたまボイスを導
入した
・インスタの開設
【時期】
・７月

【下段欄】
【実施内容】
・希望する方へ戸別受信
機配布の継続
【時期】
・令和2年度～（令和３
年、４年度も継続予定）

【下段欄】
【実施内容】
・必要性を検討の上、活
用に努めている
【時期】
・R3年度

【下段欄】
【実施内容】
・防災ポータルの多言語
化、音声自動読み上げ、
色味変更を実施
【時期】
・令和３年度中

【下段欄】
【実施内容】
・本社ホームページにタ
イムリーに情報配信（高
崎支社HPは本社HPに統
合）
【時期】
・R3年度（継続実施）

【下段欄】
【実施内容】
・事故や災害発生時には
ホームページや社線電話
により情報提供している
【時期】
・R3年度（継続実施）

【下段欄】
【実施内容】
・洪水時における
twitter、HP等による河川
情報等の提供
【時期】
・R3年度（継続実施）

【下段欄】
【実施内容】
・気象庁HPにて、リアル
タイムの情報提供（洪水
警報の危険度分布情報な
ど）を継続している
・気象庁HP、防災情報提
供システム（インター
ネット）、報道機関を通
じて、プッシュ型の情報
配信（指定河川洪水予
報、防災気象情報など）
を継続している
・台風説明会を、今年度
は3回実施した
【時期】
・リアルタイムの情報提
供︓常時
・プッシュ型の情報配
信︓随時
・台風説明会の実施︓令
和3年7月26日（台風第8
号）、8月6日（台風第10
号）、9月17日（台風第
14号）

B-1
E-1
E-2

10 【重点】

【重点】
情報伝達手段の多重化
（コミュニティFM放送
の整備、防災ラジオの
配布、SNS配信など）

E-1
E-2
G-1

9

リアルタイムの情報提
供やプッシユ型情報の
発信
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　別紙３○概ね５年で実施する取組

③実施内容
（別紙３記載内容）

③実施内容
（別紙３記載内容）

③実施内容
（別紙３記載内容）

③実施内容
（別紙３記載内容）

③実施内容
（別紙３記載内容）

③実施内容
（別紙３記載内容）

③実施内容
（別紙３記載内容）

③実施内容
（別紙３記載内容）

③実施内容
（別紙３記載内容）

③実施内容
（別紙３記載内容）

③実施内容
（別紙３記載内容）

③実施内容
（別紙３記載内容）

③実施内容
（別紙３記載内容）項

目
事
項

課題の対
応

番号
重点
項目 内容

気象庁
（熊谷地方気象台）

JR東日本高崎支社 上信電鉄
関東地方整備局

（高崎河川国道事務所）
高崎市 藤岡市 玉村町 神川町 上里町 群馬県 埼玉県

水資源機構
（下久保ダム管理所）

気象庁
（前橋地方気象台）

注）二重下線は令和3年度以降からの取組項目
下線は協議会構成機関別、令和3年度以降追加された取組内容

【上段欄】
・群馬県や国が公開して
いるリアルタイム情報へ
のリンク先をHP等に掲載
し、提供

【上段欄】
・群馬県や国が公開して
いるリアルタイム情報へ
のリンク先をHP等に掲載
し、提供

【上段欄】
・町で設置したライブカ
メラと国・県が利根川・
烏川等に設置しているラ
イブカメラの画像を町HP
で公開

【上段欄】
・ライブカメラ等の設置
の予定は無いが、国土交
通省による設置済みカメ
ラ等の情報を活用して情
報提供する

【上段欄】
・水位、雨量、河川監視
カメラ画像等を一般公開
（群馬県水位雨量情報シ
ステム）
・リアルタイム水害リス
ク情報システムを活用し
た情報提供

【上段欄】
・避難する際の住民およ
び沿川自治体（水防管理
者）・河川管理者との有
効的な情報提供と共有体
制の構築

【上段欄】
・水位計やライブカメラ
の情報をリアルタイムで
提供、必要に応じて提供
箇所の追加
・システム処理能力向上
を図る

【下段欄】
【実施内容】
・河川のライブカメラ等
の関連情報を市ホーム
ページにて提供
【時期】
・通年

【下段欄】
【実施内容】
・河川のライブカメラ等
の関連情報を市ホーム
ページにて提供
【時期】
・通年

【下段欄】
【実施内容】
・町ホームページに町設
置の河川監視カメラ３台
に加え、県・国が設置し
ている７台のリアルタイ
ムカメラの情報を集約し
たページを作成した
【時期】
・令和2年10月

【下段欄】
【実施内容】
・台風や大雨等の際は、
国土交通省や埼玉県によ
る設置済みのライブカメ
ラ等の情報を活用し河川
水位の状況把握と関係部
局との情報共有に努めて
いる
【時期】
・R3年度

【下段欄】
【実施内容】
・河川監視カメラ画像等
を一般公開（群馬県水位
雨量情報システム）
・各機関が設置している
水位計、雨量計、河川監
視カメラの情報を一元化
して表示できる「リアル
タイム水害リスク情報シ
ステム」の試行運用を実
施
・動画対応の河川監視カ
メラを県内16箇所に設置
し、群馬県公式YouTube
チャンネル「tsulunos」
で一般向け配信を実施
（令和3年7月～10月）
【時期】
・令和3年中

【下段欄】
【実施内容】
・災害や事故等が発生し
た場合、関係自治体に運
行情報等をFAXにて提供し
ている。
【時期】
　R３年度

【下段欄】
【実施内容】
・水位計やライブカメラ
の情報をリアルタイムで
提供
【時期】
・R3年度（継続実施）

【上段欄】
・タイムラインの実行性
確認のための訓練の実施
及びタイムラインの精度
向上

【上段欄】
・タイムラインの実行性
確認のための訓練の実施
及びタイムラインの精度
向上

【上段欄】
・タイムラインの実行性
確認のための訓練の実施
及びタイムラインの精度
向上

【上段欄】
・タイムラインの実行性
確認のための訓練の実施
及びタイムラインの精度
向上

【上段欄】
・タイムラインの実行性
確認のための訓練の実施
及びタイムラインの精度
向上

【上段欄】
・伝達内容・手段（電
話・メール、Web会議
等）、タイミングなどを
関係機関と意見交換
・緊急放流等の場合のダ
ム操作情報の伝達タイミ
ング等について関係機関
と検討

【上段欄】
・防災気象情報の伝達内
容・手段（電話・メー
ル、Web会議等）、タイ
ミングなどを関係機関と
意見交換
・市町のタイムラインの
精度向上に対する支援

【上段欄】
・防災気象情報の伝達内
容・手段（電話・メー
ル、Web会議等）、タイ
ミングなどを関係機関と
意見交換
・市町のタイムラインの
精度向上に対する支援

【上段欄】
・伝達内容・手段（電
話・メール、Web会議
等）、タイミングなどを
関係機関と意見交換
・計画運休の深度化
・復旧のための早期運転
再開の判断の検討

【上段欄】
・伝達内容・手段（電
話・メール、Web会議
等）、タイミングなどを
関係機関と意見交換

【上段欄】
・市町のタイムラインの
精度向上に対する支援
・タイムラインの実行性
確認
・伝達内容・手段（電
話、メール、Web会議
等）、タイミングなどの
関係機関との連携強化の
ための意見交換及び訓練
の実施
・タイムラインの実運用

【下段欄】
【実施内容】
・国や県の減災対策協議
会等で各自治体と意見交
換
【時期】
・通年

【下段欄】
【実施内容】
・タイムラインの実行性
確認のための訓練の実施
及びタイムラインの精度
向上
【時期】
・R3.8

【下段欄】
【実施内容】
・避難情報の改正に伴い
町タイムラインの見直し
【時期】
・令和3年7月町タイムラ
インの見直し

【下段欄】
【実施内容】
・避難情報の改正に伴い
町タイムラインの見直し
【時期】
・令和3年7月町タイムラ
インの見直し

【下段欄】
【実施内容】
・避難情報の改正や意見
交換に伴い町タイムライ
ンの見直し
【時期】
・令和４年２月町タイム
ラインの見直し

【下段欄】
【実施内容】
・伝達内容・手段（電
話・メール、Web会議
等）、タイミングなどを
関係機関と意見交換
・緊急放流等の場合のダ
ム操作情報の伝達タイミ
ング等について関係機関
と検討
【時期】
・5/11～12︓洪水対応演
習
・6/22︓下久保ダム・神
水ダム防災操作説明会
・12/1︓第1回烏川・神
流川流域におけるタイム
ライン意見交換会
・R4/1/14︓第2回烏川・
神流川流域におけるタイ
ムライン意見交換会

【下段欄】
【実施内容】
・「烏川・神流川流域に
おけるタイムラインに関
する意見交換会」に出席
し、関係機関との意見交
換等を行った
【時期】
・令和3年12月1日（第1
回）、令和4年1月14日
（第2回）、令和4年3月9
日（第3回）

【下段欄】
【実施内容】
・自治体からのタイムラ
インや避難情報の判断基
準の見直しの照会の際、
必要に応じて大雨警報
（土砂災害）及び洪水警
報の危険度分布（キキク
ル）等の利活用を促進し
た
【時期】
・随時

【下段欄】
【実施内容】
・本社ホームページにタ
イムリーに情報配信
【時期】
・R3年度（継続実施）

【下段欄】
【実施内容】
・未実施
【時期】

【下段欄】
【実施内容】
・関係機関との意見交換
会（烏川・神流川流域に
おけるタイムライン意見
交換会）を実施
【時期】
・R3年度

B-1
E-1
E-2

11
ライブカメラ等の情報
をリアルタイムで提供

B-1
B-2
L-1

12 【重点】

【重点】
避難勧告の発令等に着
目したタイムライン
（防災行動計画）の関
連機関との連携状況や
訓練の実施等を踏まえ
た精度向上
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　別紙３○概ね５年で実施する取組

③実施内容
（別紙３記載内容）

③実施内容
（別紙３記載内容）

③実施内容
（別紙３記載内容）

③実施内容
（別紙３記載内容）

③実施内容
（別紙３記載内容）

③実施内容
（別紙３記載内容）

③実施内容
（別紙３記載内容）

③実施内容
（別紙３記載内容）

③実施内容
（別紙３記載内容）

③実施内容
（別紙３記載内容）

③実施内容
（別紙３記載内容）

③実施内容
（別紙３記載内容）

③実施内容
（別紙３記載内容）項

目
事
項

課題の対
応

番号
重点
項目 内容

気象庁
（熊谷地方気象台）

JR東日本高崎支社 上信電鉄
関東地方整備局

（高崎河川国道事務所）
高崎市 藤岡市 玉村町 神川町 上里町 群馬県 埼玉県

水資源機構
（下久保ダム管理所）

気象庁
（前橋地方気象台）

注）二重下線は令和3年度以降からの取組項目
下線は協議会構成機関別、令和3年度以降追加された取組内容

【上段欄】
・藤岡市と避難場所の相
互利用について調整
・最大規模の洪水浸水想
定区域を踏まえ、緊急避
難場所等も考慮した広域
避難計画を作成

【上段欄】
・先進事例の情報収集

【上段欄】
・近隣の自治体と広域避
難に関する協議を実施
・広域避難計画の立案・
策定

【上段欄】
・「災害時における埼玉
県内市町村間の相互応援
に関する基本協定」を締
結済（平成19年5月1日）
・近隣の自治体と広域避
難に関する協議を実施
・避難計画の立案・策定

【下段欄】
【実施内容】
・広域避難計画の策定に
係る情報収集を行った
【時期】
・通年

【下段欄】
【実施内容】
・広域避難計画の策定に
係る情報収集を行った
【時期】
・通年

【下段欄】
【実施内容】
・前橋、伊勢崎、玉村町
で首長会議を行い、災害
時の協定などについて協
議をした
【時期】
・11月

【下段欄】
【実施内容】
・未実施
【時期】

【上段欄】
・民間等の高層建物を一
時避難場所として確保す
る取組を実施
・新町の新設体育館を避
難場所として確保

【下段欄】
【実施内容】
・新設の新町防災アリー
ナを避難場所として確保
・新設の吉井中央公園を
避難場所として確保
【時期】
・R4.4月～運用開始
・R3.4月～運用開始

C-1
D-1
D-2
D-3
D-5

13 【重点】
【重点】
広域避難計画の策定

D-1
D-2

14 緊急避難場所の確保
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　別紙３○概ね５年で実施する取組

③実施内容
（別紙３記載内容）

③実施内容
（別紙３記載内容）

③実施内容
（別紙３記載内容）

③実施内容
（別紙３記載内容）

③実施内容
（別紙３記載内容）

③実施内容
（別紙３記載内容）

③実施内容
（別紙３記載内容）

③実施内容
（別紙３記載内容）

③実施内容
（別紙３記載内容）

③実施内容
（別紙３記載内容）

③実施内容
（別紙３記載内容）

③実施内容
（別紙３記載内容）

③実施内容
（別紙３記載内容）項

目
事
項

課題の対
応

番号
重点
項目 内容

気象庁
（熊谷地方気象台）

JR東日本高崎支社 上信電鉄
関東地方整備局

（高崎河川国道事務所）
高崎市 藤岡市 玉村町 神川町 上里町 群馬県 埼玉県

水資源機構
（下久保ダム管理所）

気象庁
（前橋地方気象台）

注）二重下線は令和3年度以降からの取組項目
下線は協議会構成機関別、令和3年度以降追加された取組内容

【上段欄】
・洪水浸水想定区域内で
地域防災計画に載ってい
る全ての要配慮者利用施
設の管理者に避難確保計
画を作成させる
・避難訓練の実施を促進
・対象施設数、計画提出
済み施設数、避難訓練実
施施設数を把握
※令和3年2月現在、全
285施設のうち254施設
（約90％）が提出済み

【上段欄】
・市地域防災計画に記載
された要配慮者利用施設
を対象とした避難確保計
画の作成に係る説明会の
開催
・避難確保計画未作成の
施設管理者等に対し、電
話連絡を実施
・避難訓練の実施を促進
※4月1日現在、全56施設
のうち37施設（約66％）
が提出済み

【上段欄】
・洪水浸水想定区域内で
地域防災計画に載ってい
る全ての要配慮者利用施
設の管理者に避難確保計
画を作成させる
・避難訓練の実施を促進
・対象施設数、計画提出
済み施設数、避難訓練実
施施設数を把握
・令和3年3月1日現在、全
95施設のうち82施設（約
86％）が提出済み

【上段欄】
・埼玉県の洪水浸水想定
区域図の公表により、要
配慮者利用施設が１件対
象となったため、管理者
に避難確保計画を作成さ
せる
・避難訓練の実施を促進
・対象施設数、計画提出
済み施設数、避難訓練実
施施設数を把握
※令和2年度現在、全１施
設のうち１施設（100％）
が提出済み
※避難訓練実施率は100％
（１施設）

【上段欄】
・洪水浸水想定区域内で
地域防災計画に載ってい
る全ての要配慮者利用施
設の管理者に避難確保計
画を作成させる
・避難訓練の実施を促進
・対象施設数、計画提出
済み施設数、避難訓練実
施施設数を把握
※令和2年10月31日現
在、全42施設のうち14施
設（約33％）が提出済み

【上段欄】
・作成が進んでいない市
町に働きかけ推進

【上段欄】
・市町村及び要配慮者利
用施設の所有者等に策定
の呼びかけ

【下段欄】
【実施内容】
・R3.12月現在全285施設
中264施設（約93%）が
提出済であり、残りの施
設についても防災安全課
職員による作成支援を順
次実施し、計画作成率
100%を目指す
【時期】
・令和3年度中

【下段欄】
【実施内容】
・要配慮者利用施設にお
ける避難確保計画をホー
ムページにて周知
・避難確保計画未作成の
施設管理者等に対し、電
話連絡を実施
※R3/11/1現在、対象56
施設のうち46施設（約
82％）が提出済み
【時期】
・通年

【下段欄】
【実施内容】
・令和３年１０月に未提
出施設に対して再度提出
依頼を通知したところ、
令和３年１2月１日で97％
（95/98）の施設が提出
済みとなった
・令和3年6月に避難訓練
の実施及び実施報告書の
提出について依頼した
【時期】
・10月

【下段欄】
【実施内容】
・全１施設のうち１施設
（100％）が提出済み
・避難訓練実施率は100％
（１施設）
【時期】
・通年

【下段欄】
【実施内容】
・高齢者福祉、児童福
祉、社会福祉の担当部局
と情報共有
・町ホームページに避難
確保計画の手引きや様式
を掲載し作成支援
・避難確保計画未作成の
施設に対し作成及び避難
訓練の実施について依頼
※令和3年9月30日現在避
難確保計画作成済みの施
設︓全67施設の内20施設
（約29.9％）
【時期】
・避難確保計画未作成の
施設に対し、令和3年9月3
日に防災ガイド・ハザー
ドマップの配布と併せて
避難確保計画の作成を依
頼

【下段欄】
【実施内容】
・未作成の施設がある市
町に施設管理者等への働
きかけを依頼
【時期】
・令和3年6月、11月

【下段欄】
【実施内容】
・避難確保計画の作成の
呼びかけ
【時期】
・R3.4

F-2 15
【重点】
Ｒ３

【重点】
要配慮者利用施設にお
ける避難確保計画の作
成。避難訓練の実施
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　別紙３○概ね５年で実施する取組

③実施内容
（別紙３記載内容）

③実施内容
（別紙３記載内容）

③実施内容
（別紙３記載内容）

③実施内容
（別紙３記載内容）

③実施内容
（別紙３記載内容）

③実施内容
（別紙３記載内容）

③実施内容
（別紙３記載内容）

③実施内容
（別紙３記載内容）

③実施内容
（別紙３記載内容）

③実施内容
（別紙３記載内容）

③実施内容
（別紙３記載内容）

③実施内容
（別紙３記載内容）

③実施内容
（別紙３記載内容）項

目
事
項

課題の対
応

番号
重点
項目 内容

気象庁
（熊谷地方気象台）

JR東日本高崎支社 上信電鉄
関東地方整備局

（高崎河川国道事務所）
高崎市 藤岡市 玉村町 神川町 上里町 群馬県 埼玉県

水資源機構
（下久保ダム管理所）

気象庁
（前橋地方気象台）

注）二重下線は令和3年度以降からの取組項目
下線は協議会構成機関別、令和3年度以降追加された取組内容

【上段欄】
・要配慮者利用施設（福
祉施設、幼稚園、保育
所、介護施設）への連絡
網の確認・更新
・情報伝達訓練

【上段欄】
・ホームページ等にて、
避難確保計画の作成及び
避難訓練の実施を周知
・避難確保計画の作成を
誘導

【上段欄】
・要配慮者利用施設（福
祉施設、幼稚園、保育
所、介護施設）への連絡
体制の確認・更新
・情報伝達訓練

【上段欄】
・要配慮者利用施設（福
祉施設、幼稚園、保育
所、介護施設）への連絡
体制の確認・更新
・情報伝達訓練

【上段欄】
・要配慮者利用施設（福
祉施設、幼稚園、保育
所、介護施設）への連絡
体制の確認・更新
・庁舎内情報共有体制の
確認と更新
・情報伝達訓練

【下段欄】
【実施内容】
・災害時電話ＦＡＸサー
ビスの登録案内を要配慮
者利用施設の管理者へ送
付し、登録周知
・各種団体への全体説明
会を実施
【時期】
・R3.4月～

【下段欄】
【実施内容】
・ホームページ等にて、
避難確保計画の作成及び
避難訓練の実施を周知
【時期】
・通年

【下段欄】
【実施内容】
・連絡体制の更新を行っ
ている
【時期】
・４月

【下段欄】
【実施内容】
・要配慮者利用施設（福
祉施設、幼稚園、保育
所、介護施設）への連絡
体制の確認
【時期】
・令和３年度

【下段欄】
【実施内容】
・防災行政無線（同報
系）等により情報伝達を
随時実施している
・避難所や避難場所と
なっている一部の福祉施
設については、防災行政
無線（移動系）の定期試
験を実施している
【時期】
・防災行政無線（移動
系）の定期試験︓令和3年
5月26日（水）、
10月27日（水）、令和4
年2月16日（水）

【上段欄】
・連絡網の確認
・訓練
・ホットラインの実施

【上段欄】
・連絡網の確認
・関係機関とのホットラ
インを取り入れた訓練の
実施

【上段欄】
・連絡網の確認
・訓練
・ホットラインの実施

【上段欄】
・連絡網の確認
・訓練
・ホットラインの実施

【上段欄】
・連絡網の確認
・訓練
・ホットラインの実施

【上段欄】
・連絡網の確認
・訓練
・ホットラインの実施

【上段欄】
・ホットラインの実施
（気象台（管理職等）か
ら自治体防災担当者へ防
災気象情報の提供と解
説・助言）

【上段欄】
・ホットラインの実施
（気象台（管理職等）か
ら自治体防災担当者へ防
災気象情報の提供と解
説・助言）

【上段欄】
・河川管理者とのホット
ラインの実施

【上段欄】
・連絡網の構築と確認
・河川管理者とのホット
ラインの実施

【上段欄】
・連絡網の確認
・訓練
・ホットラインの実施
（関東地方整備局高崎河
川国道事務所長から関係
自治体首長へ増水時の河
川状況や洪水予報の情報
を補完する内容）
・鉄道事業者等とのホッ
トラインの構築と実施
（河川状況やリードタイ
ムの長い水位予測等の情
報を補完する内容）

【下段欄】
【実施内容】
・高崎河川国道事務所、
前橋地方気象台や高崎土
木事務所等の関係機関と
連絡網の確認・更新をし
ている
【時期】
・毎年度当初（4～5月
頃）

【下段欄】
【実施内容】
・市長と前橋地方気象台
長や下久保ダム管理所長
によるホットラインを取
り入れた図上訓練の実施
【時期】
・R3.8

【下段欄】
【実施内容】
・連絡網などの更新を行
い、関係機関の訓練に参
加した
【時期】
・４月、６月

【下段欄】
【実施内容】
・連絡網の確認、更新を
実施
【時期】
・適宜（出水期前など）

【下段欄】
【実施内容】
・毎年、連絡網の確認等
を実施している
【時期】
・適宜

【下段欄】
【実施内容】
・連絡網の確認、訓練
【時期】
・4/30～5/10︓関係市町の
トップにホットラインの
（関係首長⇔下久保ダム所
長）確認を実施
・5/11～12︓洪水対応演習
にてホットライン（関係首
長⇔下久保ダム所長）の実
施
・6/22︓下久保ダム・神水
ダム防災操作説明会にて
（関係機関担当⇔下久保ダ
ム担当）確認を実施
・8/27︓藤岡市図上訓練
（風水害）藤岡市の災害時
対応力強化のための図上訓
練に、電話によるホットラ
イン訓練（藤岡市長⇔下久
保ダム所長）として参加

【下段欄】
【実施内容】
・連絡網の確認・更新を
毎年実施している
・気象台（管理職等）か
ら自治体防災担当者への
能動的ホットラインを、
必要に応じて実施してい
る
【時期】
・連絡網の確認・更新︓
年度初頭、及び必要に応
じて随時
・ホットライン︓随時
（悪天候が予想される時
など）

【下段欄】
【実施内容】
・毎年、連絡網の確認・
更新およびホットライン
を実施している
【時期】
・随時

【下段欄】
【実施内容】
・河川管理者との連携し
てホットラインの実施
【時期】
・随時

【下段欄】
【実施内容】
・未実施
【時期】

【下段欄】
【実施内容】
・訓練の実施
【時期】
・R3年度

F-2 16

浸水想定区域内に位置
する要配慮者利用施設
等への情報伝達体制の
確保

B-2 17
洪水時におけるホット
ライン
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　別紙３○概ね５年で実施する取組

③実施内容
（別紙３記載内容）

③実施内容
（別紙３記載内容）

③実施内容
（別紙３記載内容）

③実施内容
（別紙３記載内容）

③実施内容
（別紙３記載内容）

③実施内容
（別紙３記載内容）

③実施内容
（別紙３記載内容）

③実施内容
（別紙３記載内容）

③実施内容
（別紙３記載内容）

③実施内容
（別紙３記載内容）

③実施内容
（別紙３記載内容）

③実施内容
（別紙３記載内容）

③実施内容
（別紙３記載内容）項

目
事
項

課題の対
応

番号
重点
項目 内容

気象庁
（熊谷地方気象台）

JR東日本高崎支社 上信電鉄
関東地方整備局

（高崎河川国道事務所）
高崎市 藤岡市 玉村町 神川町 上里町 群馬県 埼玉県

水資源機構
（下久保ダム管理所）

気象庁
（前橋地方気象台）

注）二重下線は令和3年度以降からの取組項目
下線は協議会構成機関別、令和3年度以降追加された取組内容

【上段欄】
・まちづくり担当部局等
に対し、水害リスク（浸
水ナビ、洪水浸水想定区
域図等）情報を提供・共
有する

【上段欄】
・まちづくり担当部局等
に対し、水害リスク（浸
水ナビ、洪水浸水想定区
域図等）情報を提供・共
有する

【上段欄】
・まちづくり担当部局等
に対し、水害リスク（浸
水ナビ、洪水浸水想定区
域図等）情報を提供・共
有する

【上段欄】
・まちづくり担当部局等
に対し、水害リスク（浸
水ナビ、洪水浸水想定区
域図等）情報を提供・共
有する

【上段欄】
・まちづくり担当部局等
に対し、水害リスク（浸
水ナビ、洪水浸水想定区
域図等）情報を提供・共
有する

【上段欄】
・協議会等で、構成自治
体のまちづくり担当部局
への情報共有を要請

【下段欄】
【実施内容】
・関連部署への情報提供
を毎年実施している
【時期】
・適宜

【下段欄】
【実施内容】
・まちづくりを担当する
部局等への水害リスクに
関する情報を提供
【時期】
・通年

【下段欄】
【実施内容】
・町が利用するGISに5ｍ
メッシュの浸水区域図を
反映した
【時期】
・R3年3月

【下段欄】
【実施内容】
・関係部署へ情報提供を
実施
【時期】
・適宜

【下段欄】
【実施内容】
・関係部局への情報提供
を随時実施している
・防災ガイド・ハザード
マップを配布し情報共有
している
【時期】
・適宜

【下段欄】
【実施内容】
・今年度、協議会等にて
まちづくり担当部局が参
加し、水害リスク情報を
共有する機会が持てな
かった。
今後継続して取り組んで
行く予定。
【時期】
・継続実施（令和３年度
～）

【上段欄】
・依頼があった場合、不
動産関連事業者に対し
て、水害リスクについて
説明を行う

【上段欄】
・ホームページ等にて水
害リスクに関する情報を
周知
・不動産関連事業者等か
らの問い合わせに対し、
水害リスクについての情
報を提供

【上段欄】
・依頼があった場合、不
動産関連事業者に対し
て、水害リスクについて
説明を行う

【上段欄】
・依頼があった場合、不
動産関連事業者に対し
て、水害リスクについて
説明を行う

【上段欄】
・依頼があった場合、不
動産関連事業者に対し
て、水害リスクについて
説明を行う

【上段欄】
・依頼があった場合、不
動産関連事業者に対し
て、水害リスク情報の説
明を実施

【下段欄】
【実施内容】
・依頼があった不動産関
連事業者に対し、説明会
を実施
・窓口での問い合わせに
対し、説明を実施
【時期】
・R3.11.25実施
・通年

【下段欄】
【実施内容】
・ホームページ等にて水
害リスクに関する情報を
周知
・不動産関連事業者等か
らの個別の問い合わせに
対し、水害リスクについ
てを説明
【時期】
・通年

【下段欄】
【実施内容】
・窓口対応の際に随時説
明をしている
【時期】
・随時

【下段欄】
【実施内容】
・依頼があった不動産関
連事業者への説明をして
る
【時期】
・適宜

【下段欄】
【実施内容】
・依頼があった不動産関
連業者へ、防災ガイド・
ハザードマップを活用し
随時、情報提供している
【時期】
・適宜

【下段欄】
【実施内容】
・依頼があった場合、不
動産関連事業者に対し
て、水害リスク情報の説
明を行う体制を整備し
た。ただし、令和３年度
は依頼がなかったため、
今後継続して
取り組んで行く予定。
【時期】
・継続実施（令和３年度
～）

A-1 18

市町のまちづくり担当
部局等に対し、水害リ
スク情報を提供

A-1 19

不動産関連事業者に対
し、不動産関係団体の
研修会等で水害リスク
情報を提供
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　別紙３○概ね５年で実施する取組

③実施内容
（別紙３記載内容）

③実施内容
（別紙３記載内容）

③実施内容
（別紙３記載内容）

③実施内容
（別紙３記載内容）

③実施内容
（別紙３記載内容）

③実施内容
（別紙３記載内容）

③実施内容
（別紙３記載内容）

③実施内容
（別紙３記載内容）

③実施内容
（別紙３記載内容）

③実施内容
（別紙３記載内容）

③実施内容
（別紙３記載内容）

③実施内容
（別紙３記載内容）

③実施内容
（別紙３記載内容）項

目
事
項

課題の対
応

番号
重点
項目 内容

気象庁
（熊谷地方気象台）

JR東日本高崎支社 上信電鉄
関東地方整備局

（高崎河川国道事務所）
高崎市 藤岡市 玉村町 神川町 上里町 群馬県 埼玉県

水資源機構
（下久保ダム管理所）

気象庁
（前橋地方気象台）

注）二重下線は令和3年度以降からの取組項目
下線は協議会構成機関別、令和3年度以降追加された取組内容

【上段欄】
・協議会等で、避難支援
体制に関する事例を共有
・要配慮者の避難方法等
の参考情報等を要配慮者
が身近にいる住民へ提供
・要配慮者利用施設に向
けた避難行動マニュアル
等作成

【上段欄】
・協議会等で、避難支援
体制に関する事例を共有
・避難行動要支援者名簿
(要配慮者の避難方法等の
参考情報等)を消防や警
察、各区長へ提供

【上段欄】
・協議会等で、避難支援
体制に関する事例を共有
・要配慮者の避難方法等
の参考情報等を要配慮者
が身近にいる住民へ提供
・自主防災組織には要配
慮者名簿を配布し、非常
時だけでなく日常からの
見守りに役立ててもらう
・社会福祉協議会と災害
時の避難に関する協定の
締結

【上段欄】
・協議会等で、避難支援
体制に関する事例を共有
・要配慮者の避難方法等
の参考情報等を要配慮者
が身近にいる住民へ提供

【上段欄】
・協議会等で、避難支援
体制に関する事例を共有
・要配慮者の避難方法等
の参考情報等を要配慮者
が身近にいる住民へ提供

【上段欄】
・研修会の開催

【下段欄】
【実施内容】
・避難行動要支援者名簿
を各区長へ配布し、要支
援者の情報を提供してい
る
【時期】
・年度初め（配付は福祉
部）

【下段欄】
【実施内容】
・消防や警察、区長等に
避難行動要支援者名簿を
提供
【時期】
・R3.4

【下段欄】
【実施内容】
・社会福祉協議会と避難
について協議をし、輸送
計画を作成した
・要配慮者名簿を更新
し、自主防災組織、民生
委員、社会福祉協議会に
配布した
【時期】
・4月

【下段欄】
【実施内容】
・要配慮者の情報につい
ては同意を得て民生委
員、支援者に提供
【時期】
・R3年度

【下段欄】
【実施内容】
・避難行動要支援者に、
平時からの行政区長や民
生委員等への名簿情報等
の提供に係る同意及び個
別避難計画の作成依頼を
継続している
・名簿情報等の提供につ
いて同意された方の情報
を行政区長や民生委員等
へ提供している
【時期】
・R3年度

【下段欄】
【実施内容】
・市町村を対象に福祉部
局と合同で避難行動要支
援者に係る個別避難計画
策定を促進するため、研
修会を開催した
【時期】
・R3.7

【上段欄】
・住民ニーズを踏まえた
避難場所（避難所）環境
の改善検討（コロナ対応
含む）

【上段欄】
・避難所等における感染
症対策に係る資機材（備
蓄品）の購入
・避難所等となる小中学
校及び公民館等への太陽
光発電及び蓄電池の導入

【上段欄】
・住民ニーズを踏まえた
避難場所（避難所）環境
の改善検討（コロナ対応
含む）
・新型コロナ感染症対策
として、避難所のレイア
ウトの作成及びパーテー
ションの配備を行った

【上段欄】
・住民ニーズを踏まえた
避難場所（避難所）環境
の改善検討（コロナ対応
含む）

【上段欄】
・住民ニーズを踏まえた
避難場所（避難所）環境
の改善検討（コロナ対応
含む）

【下段欄】
【実施内容】
・発熱者・濃厚接触者を
一括に避難させる避難所
を設置
・小中学校における従来
の避難所（体育館）以外
の避難スペース（主に校
舎）の確保及びマニュア
ル作成
【時期】
・R3年度

【下段欄】
【実施内容】
・避難所等となる公共施
設7施設に太陽光発電及び
蓄電池の導入
・自主防災組織及び災害
協定締結先の企業との連
携による避難場所運営訓
練の実施
・自主防災組織及び消防
団との連携によるHUG研
修の実施
【時期】
・R3.4～R4.3
・R3.8
・R3.12

【下段欄】
【実施内容】
・コロナ対応した指定避
難所のレイアウトを作成
をした
【時期】
・７月

【下段欄】
【実施内容】
・避難所となる小中学校
に防災倉庫を設置（令和
３年度末完了予定）
・感染症対策となる備蓄
品の整備に努めた（神川
町役場、多目的交流施
設、小中学校防災倉庫へ
の配備）
【時期】
・R3年度

【下段欄】
【実施内容】
・コロナ禍における避難
所対策として、パーティ
ションや自動ラップ式ト
イレ、蓄電池、検温カメ
ラ等の備品や消毒液、マ
スク等の消耗品を購入
し、各避難所防災倉庫へ
配備した
【時期】
・R2年度

F-3 20 【重点】

【重点】
市町・自主防災組織等
による要配慮者の避難
支援体制の推進

― 21 【重点】

【重点】
避難場所（避難所）改
善検討
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　別紙３○概ね５年で実施する取組

③実施内容
（別紙３記載内容）

③実施内容
（別紙３記載内容）

③実施内容
（別紙３記載内容）

③実施内容
（別紙３記載内容）

③実施内容
（別紙３記載内容）

③実施内容
（別紙３記載内容）

③実施内容
（別紙３記載内容）

③実施内容
（別紙３記載内容）

③実施内容
（別紙３記載内容）

③実施内容
（別紙３記載内容）

③実施内容
（別紙３記載内容）

③実施内容
（別紙３記載内容）

③実施内容
（別紙３記載内容）項

目
事
項

課題の対
応

番号
重点
項目 内容

気象庁
（熊谷地方気象台）

JR東日本高崎支社 上信電鉄
関東地方整備局

（高崎河川国道事務所）
高崎市 藤岡市 玉村町 神川町 上里町 群馬県 埼玉県

水資源機構
（下久保ダム管理所）

気象庁
（前橋地方気象台）

注）二重下線は令和3年度以降からの取組項目
下線は協議会構成機関別、令和3年度以降追加された取組内容

2）ソフト対策の主な取組　①円滑かつ迅速な避難行動のための取組
■平時から住民等への周知・教育・訓練に関する取組

【上段欄】
・洪水ハザードマップの
周知（WEBに掲載、年1回
程度広報誌に特集記事を
掲載など）
・外国人居住者向けの防
災情報の提供

【上段欄】
・洪水ハザードマップ(統
合型防災マップ)の周知
（ＨＰに掲載、年1回程度
広報誌に特集記事を掲載
など）

【上段欄】
・洪水ハザードマップ
（総合防災マップ）の周
知（WEBに掲載、年1回程
度広報誌に特集記事を掲
載など）
・外国人居住者向けの防
災情報の提供
・最新情報を加味してハ
ザードマップの更新

【上段欄】
・洪水ハザードマップの
周知（WEBに掲載、年1回
程度広報誌に特集記事を
掲載など）
・外国人居住者向けの防
災情報の提供
・洪水ハザードマップの
見直し

【上段欄】
・洪水ハザードマップの
周知（WEBに掲載、年1回
広報誌に特集記事を掲載
など）
・外国人居住者向けの防
災情報の提供

【上段欄】
・マイ・タイムライン作
成講習会等による洪水ハ
ザードマップの周知支援

【上段欄】
・市町が実施する洪水ハ
ザードマップの周知支援

【上段欄】
・市町が実施する洪水ハ
ザードマップの周知支援
・外国人居住者向けの防
災情報の提供支援

【下段欄】
【実施内容】
・出前講座や各種イベン
ト等でハザードマップを
紹介し、普及している
（出前講座にてハザード
マップの見方等説明、
R3.11.3開催の水防災
フォーラムにて希望者へ
配布）
【時期】
・通年

【下段欄】
【実施内容】
・ホームページや市広報
誌において、洪水ハザー
ドマップを周知
・ハザードマップを用い
た防災出前講座の実施
【時期】
・通年
・通年

【下段欄】
【実施内容】
・洪水ハザードマップの
見直しを検討
【時期】
・令和５年3月までに完成
予定

【下段欄】
【実施内容】
・洪水ハザードマップの
見直しを実施
【時期】
・令和4年3月完成予定

【下段欄】
【実施内容】
・防災ガイド・ハザード
マップを作成し、令和3年
9月に毎戸配布及び町ホー
ムページ、広報誌で周
知・啓発を図った
・防災ガイド・ハザード
マップの外国語版（英
語・ポルトガル語）を作
成し、外国人居住者への
防災情報の提供に努めて
いる
【時期】
・R3年度

【下段欄】
【実施内容】
・マイ・タイムライン作
成講習会、防災教育、出
前なんでも講座等による
ハザードマップの周知支
援を計11回実施（予定）
【時期】
・令和3年度中

【下段欄】
【実施内容】
・減災対策協議会を通じ
て洪水ハザードマップ作
成促進
・洪水浸水想定区域図、
水害リスク情報図の公表
の周知
・技術相談窓口対応
【時期】
・引き続き実施

【下段欄】
【実施内容】
・マイ・タイムライン作
成講習会によるハザード
マップの周知支援を実施
【時期】
・R3.11.3

【上段欄】
・気象庁が提供する防災
気象情報の周知（「早期
注意情報（警報級の可能
性）」、「危険度を色分
けした時系列」、「大
雨・洪水警報の危険度分
布」等）

【上段欄】
・気象庁が提供する防災
気象情報の周知（「早期
注意情報（警報級の可能
性）」、「危険度を色分
けした時系列」、「大
雨・洪水警報の危険度分
布」等）

【下段欄】
【実施内容】
・群馬県市町村防災担当
者会議において、防災気
象情報の伝え方に関する
検討会等を受けた取り組
み（顕著な大雨への注意
喚起、指定河川洪水予報
の改善、警戒レベル相当
情報の見直しなど）につ
いての説明を、県会議シ
ステムを活用し、県及び
各市町村の防災担当者に
向けて行った
【時期】
・令和3年6月11日

【下段欄】
【実施内容】
・令和3年出水期から以下
の防災気象情報の改善を
行い、他の改善事項と合
わせて県や市町村への説
明を実施した
・指定河川洪水予報の水
位予測情報を、６時間先
までに延長する改善（令
和3年6月1日）
・記録的短時間大雨情報
の改善（令和3年6月3日）
・キキクル（危険度分
布）のメール通知を開始
（令和3年6月3日）
・線状降水帯がもたらす
降り続く顕著な大雨への
注意喚起（令和3年6月17
日）
・大雨特別警報（土砂災
害）の発表指標の改善
（令和3年6月8日）

A-1
C-1
D-1
D-4
E-2
F-1

22 【重点】

【重点】
想定し得る最大規模降
雨による洪水浸水想定
区域に基づく、洪水ハ
ザードマップの普及・
啓発

B-1
B-2

23

気象庁で提供する防災
気象情報活用に向けた
普及・啓発
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　別紙３○概ね５年で実施する取組

③実施内容
（別紙３記載内容）

③実施内容
（別紙３記載内容）

③実施内容
（別紙３記載内容）

③実施内容
（別紙３記載内容）

③実施内容
（別紙３記載内容）

③実施内容
（別紙３記載内容）

③実施内容
（別紙３記載内容）

③実施内容
（別紙３記載内容）

③実施内容
（別紙３記載内容）

③実施内容
（別紙３記載内容）

③実施内容
（別紙３記載内容）

③実施内容
（別紙３記載内容）

③実施内容
（別紙３記載内容）項

目
事
項

課題の対
応

番号
重点
項目 内容

気象庁
（熊谷地方気象台）

JR東日本高崎支社 上信電鉄
関東地方整備局

（高崎河川国道事務所）
高崎市 藤岡市 玉村町 神川町 上里町 群馬県 埼玉県

水資源機構
（下久保ダム管理所）

気象庁
（前橋地方気象台）

注）二重下線は令和3年度以降からの取組項目
下線は協議会構成機関別、令和3年度以降追加された取組内容

【上段欄】
・出前講座による各種団
体への訓練実施の啓発
・自主防災組織による水
防訓練の実施

【上段欄】
・防災出前講座の実施
・水防団による土嚢の作
成及び自主防災組織への
配布

【上段欄】
・避難訓練を啓発するパ
ンフレットの配布や出前
講座等の実施
・自主防災組織による水
防訓練の実施

【上段欄】
・避難訓練を啓発するパ
ンフレットの配布や出前
講座等の実施
・自主防災組織による水
防訓練の実施

【上段欄】
・避難訓練を啓発するパ
ンフレットの配布や出前
講座等の実施
・自主防災組織による水
防訓練の実施
・自主防災組織の見直し
を行い、設立に向けて推
進中

【下段欄】
【実施内容】
・出前講座による各種団
体への訓練実施の啓発
・町内の防災訓練へ出向
し、指導・助言を実施
【時期】
・適宜

【下段欄】
【実施内容】
・防災出前講座の実施
・自主防災組織及び災害
協定締結先の企業との連
携による避難場所運営訓
練の実施
・自主防災組織及び消防
団との連携によるHUG研
修の実施
【時期】
・通年
・R3.8
・R3.12

【下段欄】
【実施内容】
・気象庁による出前講座
を開催した
・浸水区域である川井地
区の自主防災組織が水防
訓練を行った
【時期】
・７月

【下段欄】
【実施内容】
・自主防災組織や民生委
員へ防災講座を実施
【時期】
・9月（1回）、10月（1
回）、11月（2回）

【下段欄】
【実施内容】
・防災ガイド・ハザード
マップを活用した防災講
習会、パーティションや
段ボールベッド等を利用
した避難所設営訓練等
を、自主防災組織や各種
女性団体等を対象に開催
した
【時期】
・自主防災組織︓令和3年
5月23日（日）、11月21
日（日）、12月5日
（日）、
12月12日（日）
・女性団体︓令和3年10月
19日（火）、10月29日
（金）、11月4日（木）、
11月8日（月）
・高齢者団体︓令和4年2
月21日（月）

【上段欄】
・自主防災組織率向上や
避難誘導者育成のための
出前講座の実施
※自主防災組織率︓約
80％
・自主防災組織への支援
（結成時︓20万円上限の
補助、訓練時︓10万円上
限の補助）

【上段欄】
・自主防災組織員の知識
向上や避難誘導者育成の
ための出前講座の実施
※自主防災組織率︓100％
（全79行政区）
・自主防災組織への支援
（資器材購入費として、
最大５万円（補助率２分
の１））

【上段欄】
・自主防災組織率向上や
避難誘導者育成のための
出前講座の実施
※自主防災組織率（R2年
度）︓100％（全25地
区）令和３年度より新た
に行政区（南福島）が発
足するので、自主防災組
織の組織を支援する
・自主防災組織への支援
（訓練経費に対する補助
金支給）
・群馬県と連携し、防災
士を増やす取り組みを実
施

【上段欄】
・自主防災組織率向上や
避難誘導者育成のための
出前講座の実施
※自主防災組織率は14％
（8団体,世帯数の占める
割合）
・自主防災組織への支援
（活動補助金や、資機材
購入の補助）

【上段欄】
・自主防災組織率向上や
避難誘導者育成のための
出前講座の実施
※自主防災組織率︓16%
（5組織／31行政区）
・自主防災組織への支援
（立ち上げ支援、水防資
機材の補助）
・自主防災組織の防災
リーダーの指定、育成

【上段欄】
・自主防災組織のリー
ダーとして活躍できる人
材の育成・発掘を目的に
県民防災塾、「ぐんま地
域防災アドバイザー」の
拡充及び育成を図るた
め、「防災士」を養成す
る「ぐんま地域防災アド
バイザー防災士養成講
座」を開催
※自主防災組織率︓
91.7%（R2.4現在）
・水防団の人数、年齢構
成を把握

【下段欄】
【実施内容】
・出前講座での訓練指
導・助言を実施
・自主防災組織への支援
（結成時︓18万円上限の
補助、訓練時︓9万円上限
の補助）
【時期】
・適宜

【下段欄】
【実施内容】
・自主防災組織の活動に
対する助成
・防災出前講座の実施
【時期】
・通年

【下段欄】
【実施内容】
・防災士を増やすように
地区に周知し、本年度は
９人が防災士講座の申し
込みを行った
【時期】
・７月、11月

【下段欄】
【実施内容】
・自主防災組織団体数1増
（全9団体）
・支援（活動補助金や、
資機材購入の補助）の継
続
・防災講座の実施
【時期】
・防災講座　11月（2回）

【下段欄】
【実施内容】
・自主防災組織の機能強
化や避難誘導者育成のた
めの防災講習会等を開催
した
・行政区長との防災ディ
スカッションを開催し、
自助・共助の取り組みの
重要性と併せて、自主防
災組織の設立や推進を呼
びかけた
【時期】
・防災講習会等︓令和3年
5月23日（日）、11月21
日（日）、12月5日
（日）、
12月12日（日）
・防災ディスカッショ

【下段欄】
【実施内容】
・ぐんま地域防災アドバ
イザー防災士養成講座を
２回実施（高崎・太田地
区）
・フォローアップ研修を
１回実施
【時期】
・令和3年12月
・令和3年7月

D-1
F-1
F-2
F-3

24

地域の自主的な避難に
つながる避難訓練等の
実施

D-1
F-1
F-2
F-3

25

自主防災組織の維持と
避難誘導者の担い手の
指定・育成
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　別紙３○概ね５年で実施する取組

③実施内容
（別紙３記載内容）

③実施内容
（別紙３記載内容）

③実施内容
（別紙３記載内容）

③実施内容
（別紙３記載内容）

③実施内容
（別紙３記載内容）

③実施内容
（別紙３記載内容）

③実施内容
（別紙３記載内容）

③実施内容
（別紙３記載内容）

③実施内容
（別紙３記載内容）

③実施内容
（別紙３記載内容）

③実施内容
（別紙３記載内容）

③実施内容
（別紙３記載内容）

③実施内容
（別紙３記載内容）項

目
事
項

課題の対
応

番号
重点
項目 内容

気象庁
（熊谷地方気象台）

JR東日本高崎支社 上信電鉄
関東地方整備局

（高崎河川国道事務所）
高崎市 藤岡市 玉村町 神川町 上里町 群馬県 埼玉県

水資源機構
（下久保ダム管理所）

気象庁
（前橋地方気象台）

注）二重下線は令和3年度以降からの取組項目
下線は協議会構成機関別、令和3年度以降追加された取組内容

【上段欄】
・自主防災組織の訓練で
説明の機会を作る
・出前講座において水防
災に関する事項を説明
（今後も依頼があった町
内会等を対象に随時実施
予定）

【上段欄】
・自主防災組織等への出
前講座の実施

【上段欄】
・自主防災組織等への出
前講座の実施

【上段欄】
・水防災に関する説明会
の開催

【上段欄】
・防災講習会の開催

【上段欄】
・出前講座の開催

【上段欄】
・河川防災について出前
講座の開催

【上段欄】
・水防災に関する説明会
や出前講座、イベントの
開催

【上段欄】
・出前講座の実施
・水防災に関する関係機
関との連携強化
（市町村防災担当研修、
勉強会、ワークショップ
等）

【上段欄】
・出前講座の実施
・水防災に関する関係機
関との連携強化
（市町村防災担当研修、
勉強会、ワークショップ
等）

【上段欄】
・洪水浸水想定区域内の
住民や自主防災組織に対
して、水防災に関する出
前講座の実施、イベント
の開催
・水防災に関する出前講
座等の参考となる資料を
関係市町へ提供

【下段欄】
【実施内容】
・出前講座を実施
（R3.12現在︓6件）
【時期】
・7～2月までに7回実施

【下段欄】
【実施内容】
・防災出前講座の実施
【時期】
・通年
※R3.11現在　4団体実施

【下段欄】
【実施内容】
・自主防災組織や民生委
員へ防災講座を実施
【時期】
・9月（1回）、10月（1
回）、11月（2回）

【下段欄】
【実施内容】
・自主防災組織や女性団
体等を対象に、防災ガイ
ド・ハザードマップを活
用した防災講習会を開催
した
【時期】
・自主防災組織︓令和3年
5月23日（日）
・女性団体︓令和3年10月
19日（火）、10月29日
（金）、11月4日（木）、
11月8日（月）
・高齢者団体︓令和4年2
月21日（月）

【下段欄】
【実施内容】
・「ぐんまの防災」を4
回、「水害に備えて」を3
回実施
【時期】
・令和3年度

【下段欄】
【実施内容】
・出前講座を実施してい
る
【時期】
・適宜

【下段欄】
【実施内容】
・水防災に関する説明会
や出前講座、イベントの
開催
【時期】
・2/22︓藤岡市鬼石地区
区長会議にて説明
・8/26︓第25回水シンポ
ジウム2021inぐんまにパ
ネリストとして参加し説
明
・11/3︓烏川・神流川流
域における水防災フォー
ラムにパネリストとして
参加し説明。併せて展示
ブースにて説明

【下段欄】
【実施内容】
・「烏川・神流川流域に
おける水防災フォーラ
ム」を主催。また、同
フォーラムにてマイ・タ
イムライン作成講座等を
開催
【時期】
・R3.11.3A-1

B-1
D-1
E-2

26
【重点】
Ｒ３

【重点】
防災知識の向上のため
の住民等への説明会・
出前講座等の開催

【下段欄】
【実施内容】
・水防災フォーラムにお
いて、展示屋内や講演会
等にて参加住民への防災
知識向上のための情報提
供や説明などを実施
【時期】
R3.11.3

【下段欄】
【実施内容】
・水防災フォーラムにお
いて、展示屋内や講演会
等にて参加住民への防災
知識向上のための情報提
供や説明などを実施
【時期】
令和3年11月3日

【下段欄】
【実施内容】
・新型コロナウイルス感
染症による緊急事態宣言
の終了後、出前講座の案
内による教育機関や公的
機関からの要請を受け
て、出前講座や気象台見
学を行っている（随時）
・埼玉県との防災気象情
報に関する研修会におい
て、説明動画を作成して
配布（6月）
・市町村危機管理・防災
担当主管課長会議におい
て防災気象情報の利活用
について資料配布、及び
防災気象情報の改善等に
ついての説明動画を作成
して配布（7,9月）
・オンラインによる気象
防災ワークショップを県
内市町村を対象に実施
中小河川洪水災害編︓
11/25、1/18
土砂災害編
︓11/30、2/21
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　別紙３○概ね５年で実施する取組

③実施内容
（別紙３記載内容）

③実施内容
（別紙３記載内容）

③実施内容
（別紙３記載内容）

③実施内容
（別紙３記載内容）

③実施内容
（別紙３記載内容）

③実施内容
（別紙３記載内容）

③実施内容
（別紙３記載内容）

③実施内容
（別紙３記載内容）

③実施内容
（別紙３記載内容）

③実施内容
（別紙３記載内容）

③実施内容
（別紙３記載内容）

③実施内容
（別紙３記載内容）

③実施内容
（別紙３記載内容）項

目
事
項

課題の対
応

番号
重点
項目 内容

気象庁
（熊谷地方気象台）

JR東日本高崎支社 上信電鉄
関東地方整備局

（高崎河川国道事務所）
高崎市 藤岡市 玉村町 神川町 上里町 群馬県 埼玉県

水資源機構
（下久保ダム管理所）

気象庁
（前橋地方気象台）

注）二重下線は令和3年度以降からの取組項目
下線は協議会構成機関別、令和3年度以降追加された取組内容

【上段欄】
・教育委員会と協議
・小学校等における水防
災の授業等の実施

【上段欄】
・防災教育として教育委
員会で実施
・小中学校等における水
防災の授業等の実施

【上段欄】
・教育委員会と協議
・小学校等における水防
災の授業等の実施
・小学生を対象とした避
難所体験を実施

【上段欄】
・教育委員会と協議
・小学校等における水防
災の授業等の実施

【上段欄】
・小中学校等における水
防災の授業等の実施

【上段欄】
・県教育委員会と連携し
防災教育の推進方法を検
討
・要望に応じて「出前な
んでも講座」として小中
学校で授業を実施

【上段欄】
・江戸川河川事務所が作
成した学習指導計画等を
埼玉県減災対策協議会に
おいて共有
・出前講座を小中学校で
実施

【上段欄】
・小中学校等における水
防災の授業等の実施

【上段欄】
・小中学校等における水
防災の授業等の実施

【上段欄】
・教育委員会と協議
・小学校等における水防
災の授業等の実施
・洪水浸水想定区域内の
小学校において水防災に
関する出前講座の実施

【下段欄】
【実施内容】
・健康教育課と連携
・小学校にて防災関連の
授業を実施（多胡小）
【時期】
・R3.12.10

【下段欄】
【実施内容】
・小学校での水防災教育
の実施
【時期】
・R3.10

【下段欄】
【実施内容】
・避難所体験教室（宿泊
型）を小学生向けに開催
した
【時期】
・８月

【下段欄】
【実施内容】
・国から提供された「支
援内容や成果」を教育委
員会へ提供済み（平成30
年度）
【時期】
・H30年度

【下段欄】
【実施内容】
・町内中学2年生を対象
に、防災学習として町長
からの講話や担当職員に
よる令和元年東日本台風
時の町の状況、災害時に
中学生に期待すること等
についての講義、避難所
パーティションの設営を
行った
【時期】
・令和3年7月14日（水）

【下段欄】
【実施内容】
・共愛学園中高生を対象
に前橋市危機管理課と連
携して防災教育を実施
・県減災対策協議会にお
いてモデル校を選定し、
R3～R4の防災教育の実施
に向けた打合せを実施
（予定）
【時期】
・令和3年10月（共愛学園
中高）
・令和3年度中（モデル校
選定、事前打合せ）

【下段欄】
【実施内容】
・未実施
【時期】

【下段欄】
【実施内容】
・未実施
【時期】

【下段欄】
【実施内容】
・埼玉県学校危機管理研
修会では、「マイタイム
ラインへの防災気象情報
の利活用について」の動
画を作成し提供（6月）
・学校安全教育指導者研
修会（公立高等学校・特
別支援学校、公立小・
中・義務教育学校）で
は、「マイタイムライン
への防災気象情報の利活
用について」「災害から
身を守る」の動画を作成
し提供（6,7月）

【下段欄】
【実施内容】
・小学校等におけるマ
イ・タイムライン作成会
の出前講座を実施
【時期】
・R3年度

【上段欄】
・住民の目にとまりやす
い公共施設等にハザード
マップ掲示、防災関連パ
ンフレット設置

【上段欄】
・市庁舎や公民館等、住
民の目にとまりやすい公
共施設等に防災関連パン
フレットを設置

【上段欄】
・住民の目にとまりやす
い公共施設等にハザード
マップ掲示、防災関連パ
ンフレット設置

【上段欄】
・住民の目にとまりやす
い公共施設等にハザード
マップ掲示、防災関連パ
ンフレット設置

【上段欄】
・住民の目にとまりやす
い公共施設等にハザード
マップ掲示、防災関連パ
ンフレット設置

【上段欄】
・住民の目にとまりやす
い公共施設等にハザード
マップ掲示、防災関連パ
ンフレット設置

【上段欄】
・住民の目にとまりやす
い公共施設等にハザード
マップ掲示、防災関連パ
ンフレット設置

【上段欄】
・住民の目にとまりやす
い公共施設等にハザード
マップ掲示、防災関連パ
ンフレット設置

【上段欄】
・住民の目にとまりやす
い公共施設等にハザード
マップ掲示、防災関連パ
ンフレット設置

【上段欄】
・住民の目にとまりやす
い公共施設等にハザード
マップ掲示、防災関連パ
ンフレット設置

【上段欄】
・住民の目にとまりやす
い神流川流域駅舎（神保
原・新町・群馬藤岡・倉
賀野等）に防災情報の掲
示、防災関連パンフレッ
ト設置

【上段欄】
・住民の目にとまりやす
い駅舎等に防災情報の掲
示、防災関連パンフレッ
ト設置

【上段欄】
・住民の目にとまりやす
い公共施設等にハザード
マップ掲示、防災関連パ
ンフレット設置
・市町防災部局等へそれ
ぞれの公共施設等に洪水
浸水想定区域図やハザー
ドマップの掲示、防災関
連パンフレット設置と協
議会構成員に働きかける

【下段欄】
【実施内容】
・本庁舎や各支所窓口に
防災関連の情報掲示やパ
ンフレットを設置
【時期】
・適宜

【下段欄】
【実施内容】
・市庁舎や公民館等、公
共施設にて防災関連情報
のパンフレットの設置
・市庁舎や公民館、地区
掲示板等で防災関連情報
を掲示
【時期】
・通年

【下段欄】
【実施内容】
・「避難勧告廃止」のポ
スターを広報に掲載し、
公共施設に掲示した
・各公民館に浸水想定図
を掲示した
【時期】
・５月

【下段欄】
【実施内容】
・住民の目にとまりやす
い公共施設等にハザード
マップ掲示、防災関連パ
ンフレット設置
【時期】
・R3年度

【下段欄】
【実施内容】
・住民の目にとまりやす
い公共施設等にハザード
マップ掲示、防災関連パ
ンフレットを継続的に設
置している
【時期】
・R3年度

【下段欄】
【実施内容】
・未実施
【時期】

【下段欄】
【実施内容】
・未実施
【時期】

【下段欄】
【実施内容】
・住民の目にとまりやす
い公共施設等にハザード
マップ掲示、防災関連パ
ンフレット設置
【時期】
・「令和元年東日本（台
風第19号）における下久
保ダムの防災操作につい
て」の小冊子配布及び公
共施設等への設置︓継続
実施
・防災関連リ－フレット
の配布及び公共施設等へ
の設置︓新規実施
・下久保ダム資料館への
設置︓継続実施

【下段欄】
【実施内容】
・前橋地方合同庁舎の掲
示板に「避難情報」に関
するポスターを、パンフ
レット置き場に「キキク
ル」等のパンフレット類
を、継続的に掲示・設置
している（令和3年12月現
在。必要に応じて補充・
交換）
【時期】
・常時

【下段欄】
【実施内容】
・防災気象情報の解説用
パンフレットを気象台内
に継続的に設置している
【時期】
・常時

【下段欄】
【実施内容】
・ポスターの掲示
【時期】
・R3年度

【下段欄】
【実施内容】
・未実施
【時期】

【下段欄】
【実施内容】
・「烏川・神流川流域に
おける水防災フォーラ
ム」の関連展示物を庁舎
内に展示
【時期】
・R3.12月~

A-1
D-1
E-2

28
【重点】
Ｒ３

【重点】
関係自治体等の公共施
設及び公共交通機関施
設等への防災関連情報
の掲示やパンフレット
の設置

A-1
B-1
D-1
E-2

27 【重点】

【重点】
浸水想定区域内の小中
学校等における水防災
教育の実施
（教育委員会及び教職
員と連携し、継続的な
水防災教育の場を実現
する）
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　別紙３○概ね５年で実施する取組

③実施内容
（別紙３記載内容）

③実施内容
（別紙３記載内容）

③実施内容
（別紙３記載内容）

③実施内容
（別紙３記載内容）

③実施内容
（別紙３記載内容）

③実施内容
（別紙３記載内容）

③実施内容
（別紙３記載内容）

③実施内容
（別紙３記載内容）

③実施内容
（別紙３記載内容）

③実施内容
（別紙３記載内容）

③実施内容
（別紙３記載内容）

③実施内容
（別紙３記載内容）

③実施内容
（別紙３記載内容）項

目
事
項

課題の対
応

番号
重点
項目 内容

気象庁
（熊谷地方気象台）

JR東日本高崎支社 上信電鉄
関東地方整備局

（高崎河川国道事務所）
高崎市 藤岡市 玉村町 神川町 上里町 群馬県 埼玉県

水資源機構
（下久保ダム管理所）

気象庁
（前橋地方気象台）

注）二重下線は令和3年度以降からの取組項目
下線は協議会構成機関別、令和3年度以降追加された取組内容

【上段欄】
・マイ・タイムラインの
作成講習を実施
　※取組26番と27番と連
携して実施

【上段欄】
・マイ・タイムラインの
作成講習を実施
　※取組26番と27番と連
携して実施

【上段欄】
・マイ・タイムラインの
作成講習を実施
　※取組26番と27番と連
携して実施

【上段欄】
・マイ・タイムラインの
作成講習を実施
　※取組26番と27番と連
携して実施

【上段欄】
・ハザードマップへ掲載
し、普及啓発を実施
・マイ・タイムラインの
作成講習を実施
　※取組26番と27番と連
携して実施

【上段欄】
・マイ・タイムライン作
成支援を実施

【上段欄】
・マイ・タイムラインの
作成講習を実施　（※取
組26番と27番と連携して
実施）
・タイムラインの詳しい
説明や事前に確認するべ
き事項をまとめた「防災
マニュアルブック（風水
害・土砂災害編）」を作
成し、県HP、県防災アプ
リに掲載や埼玉県防災学
習センターでの作成支援
講座の開催、YouTube
チャンネル「そなーえ
チャンネル」での作成動

【上段欄】
・洪水浸水想定区域内の
小学校、自主防災組織の
ある地区に対してマイ・
タイムライン作成講習の
実施
　※取組26番と27番と連
携して実施

【下段欄】
【実施内容】
・県の減災対策協議会で
水害リスクのある地区へ
マイ・タイムライン作成
支援を実施
【時期】
・適宜

【下段欄】
【実施内容】
・市ホームページ等にて
マイ・タイムラインを周
知
【時期】
・通年

【下段欄】
【実施内容】
・未実施
【時期】

【下段欄】
【実施内容】
・洪水ハザードマップに
マイ・タイムラインペー
ジを設ける
【時期】
・令和4年3月完成予定

【下段欄】
【実施内容】
・防災ガイド・ハザード
マップにマイ・タイムラ
インを掲載し、毎戸配布
した
・防災講習会を通して、
防災ガイド・ハザード
マップ掲載のマイ・タイ
ムライン作成の周知を
図った
【時期】
・防災ガイド・ハザード
マップ毎戸配布︓令和3年
9月
・防災講習会︓令和3年10
月19日（火）、10月29日
（金）、11月4日（木）、
11月8日（月）、令和4年
2月21日（月）

【下段欄】
【実施内容】
・マイ・タイムライン作
成講習会を計6回実施（予
定）
・群馬県HPや公式
YouTubeチャンネル
「tsulunos」にマイ・タ
イムライン作成動画を投
稿、台風接近時に群馬県
防災ツイッタ―に作成を
促す投稿をする等の広報
を実施
【時期】
・令和3年中

【下段欄】
【実施内容】
・災害対策基本法の改正
に伴い「防災マニュアル
ブック（風水害・土砂災
害編）」の修正を実施
【時期】
・R3.5

【下段欄】
【実施内容】
・「烏川・神流川流域に
おける水防災フォーラ
ム」にてマイ・タイムラ
イン作成講座を開催
【時期】
・R3.11.3

【上段欄】
・設置事例や利活用事例
等の共有
・浸水想定区域内の電
柱、学校、公共施設等に
浸水深、避難経路などの
表示看板を設置

【上段欄】
・設置事例や利活用事例
等の情報収集

【上段欄】
・設置事例や利活用事例
等の共有
・浸水想定区域内の電
柱、学校、公共施設等に
浸水深、避難経路などの
表示看板を設置

【上段欄】
・設置事例や利活用事例
等の共有
・浸水想定区域内の電
柱、学校、公共施設等に
浸水深、避難経路などの
表示看板を設置

【上段欄】
・設置事例や利活用事例
等の共有
・浸水想定区域内の電
柱、学校、公共施設等に
浸水深、避難経路などの
表示看板を設置

【上段欄】
・設置事例や利活用事例
等の共有
・河川氾濫に関する群馬
県減災対策協議会で必要
箇所を整理した上で設置

【上段欄】
・設置事例や利活用事例
等の共有

【下段欄】
【実施内容】
・災害リスクの現地表示
の設置事例や利活用事例
等の共有や研究を実施
【時期】
・適宜

【下段欄】
【実施内容】
・現地表示の促進に係る
情報収集
・霞堤防付近への災害リ
スクに係る現地表示を設
置
【時期】
・通年
・R4.3

【下段欄】
【実施内容】
・未実施
【時期】

【下段欄】
【実施内容】
・未実施
【時期】

【下段欄】
【実施内容】
・未実施
【時期】

【下段欄】
【実施内容】
・利活用事例の共有
【時期】
・令和3年11月

【下段欄】
【実施内容】
・未実施
【時期】

A-1
B-1
E-2

29
【重点】
Ｒ３

【重点】
浸水想定区域内の水害
リスクのある住民等に
対するマイ・タイムラ
イン（避難行動計画）
の作成・普及啓発

A-1
D-1
E-2

30 【重点】

【重点】
災害リスクの現地表示
の促進
（まるごとまちごとハ
ザードマップの実施）
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　別紙３○概ね５年で実施する取組

③実施内容
（別紙３記載内容）

③実施内容
（別紙３記載内容）

③実施内容
（別紙３記載内容）

③実施内容
（別紙３記載内容）

③実施内容
（別紙３記載内容）

③実施内容
（別紙３記載内容）

③実施内容
（別紙３記載内容）

③実施内容
（別紙３記載内容）

③実施内容
（別紙３記載内容）

③実施内容
（別紙３記載内容）

③実施内容
（別紙３記載内容）

③実施内容
（別紙３記載内容）

③実施内容
（別紙３記載内容）項

目
事
項

課題の対
応

番号
重点
項目 内容

気象庁
（熊谷地方気象台）

JR東日本高崎支社 上信電鉄
関東地方整備局

（高崎河川国道事務所）
高崎市 藤岡市 玉村町 神川町 上里町 群馬県 埼玉県

水資源機構
（下久保ダム管理所）

気象庁
（前橋地方気象台）

注）二重下線は令和3年度以降からの取組項目
下線は協議会構成機関別、令和3年度以降追加された取組内容

2）ソフト対策の主な取組　②洪水氾濫による被害の軽減及び避難時間の確保のための水防活動等の取組
■水防活動の効率化及び水防体制の強化に関する取組

【上段欄】
・洪水時に必要に応じて
建設部職員、消防職員に
よる巡視
・河川巡視により得られ
た情報を、平常時は関係
機関（国、ダム等）との
連絡体制を確保、洪水時
は必要に応じ消防団より
連絡
・自治体、地域住民、水
防団等と洪水に対してリ
スクが高い区間（重要水
防箇所等）の共同点検を
実施

【上段欄】
・水位や降雨状況によっ
て判断し、水防団や職員
により構成された機動隊
が巡視を行う
・河川巡視により得られ
た情報について、水防団
と情報共有を行う
・自治体、地域住民、水
防団等と洪水に対してリ
スクが高い区間（重要水
防箇所等）の共同点検を
実施

【上段欄】
・洪水が懸念される機会
毎に河川巡視を実施（水
防団・消防署員・自治体
職員）
・河川巡視により得られ
た情報を、平常時は関係
機関（国、ダム等）との
連絡、洪水時は必要に応
じ消防団より連絡
・自治体、地域住民、水
防団等と洪水に対してリ
スクが高い区間（重要水
防箇所等）の共同点検を
実施

【上段欄】
・洪水時の点検計画の確
認
・河川巡視により得られ
た情報を、関係機関
（国、ダム等）、水防団
と情報共有する
・自治体、地域住民、水
防団等と洪水に対してリ
スクが高い区間（重要水
防箇所等）の共同点検を
実施

【上段欄】
・平常時、年1回水防管理
者による河川等の巡視
・増水のおそれがある場
合、水防管理者が実施
・河川巡視により得られ
た情報を関係機関（国、
ダム等）、水防団と情報
共有
・自治体、地域住民、水
防団等と洪水に対してリ
スクが高い区間（重要水
防箇所等）の確認作業を
実施

【上段欄】
・自治体、地域住民、水
防団等と洪水に対してリ
スクが高い区間（重要水
防箇所等）の共同点検を
実施

【上段欄】
・自治体、地域住民、水
防団等と洪水に対してリ
スクが高い区間（重要水
防箇所等）の共同点検を
実施

【上段欄】
・下久保ダムからのゲー
ト放流時に職員が巡視を
実施
・自治体、地域住民、水
防団等と洪水に対してリ
スクが高い区間（重要水
防箇所等）の共同点検の
参加

【上段欄】
・自治体、地域住民、水
防団等と洪水に対してリ
スクが高い区間（重要水
防箇所等）の共同点検の
参加

【上段欄】
・自治体、地域住民、水
防団等と洪水に対してリ
スクが高い区間（重要水
防箇所等）の共同点検の
参加

【上段欄】
・自治体や住民からの呼
びかけにより、当社の設
備が影響する場合は、共
同して点検を実施

【上段欄】
・自治体、地域住民、水
防団等と洪水に対してリ
スクが高い区間（重要水
防箇所等）の共同点検の
参加

【上段欄】
・自治体、地域住民、水
防団等と洪水に対してリ
スクが高い区間（重要水
防箇所等）の共同点検の
実施
・出水時には、水防団等
と河川管理者がそれぞれ
水防巡視を実施し、巡視
結果の報告を共有する

【下段欄】
【実施内容】
・国と連携し、重要水防
箇所点検を実施
・県と連携し、重要水防
箇所点検を実施
【時期】
・国（R3.6.25）
・県（R3.7.9）

【下段欄】
【実施内容】
・河川管理者である国及
び県との合同での重要水
防箇所の点検
【時期】
・R3.6

【下段欄】
【実施内容】
・伊勢崎土木、利根上河
川事務所や消防署などと
重要水防箇所の共同点検
を行った
【時期】
・６月、7月

【下段欄】
【実施内容】
・洪水時の点検計画の確
認
・河川巡視により得られ
た情報を、関係機関
（国、ダム等）、水防団
と情報共有する
【時期】
・毎年出水期前に実施

【下段欄】
【実施内容】
・協議会主催の烏川共同
点検に参加し、洪水に対
してリスクが高い区間
（重要水防箇所等）の確
認及び対応等について情
報提供いただいた
【時期】
・令和3年6月25日（金）

【下段欄】
【実施内容】
・各土木事務所におい
て、管内市町村の防災・
土木担当および地域住民
の代表者(町内会長等)と重
要水防箇所の合同点検を
実施
【時期】
・令和3年中

【下段欄】
【実施内容】
・自治体、水防団等と洪
水に対してリスクが高い
区間（重要水防箇所等）
の共同点検を毎年実施
【時期】
・毎年出水期前に実施

【下段欄】
【実施内容】
・下久保ダムからのゲー
ト放流時に職員が巡視を
実施
・自治体、地域住民、水
防団等と洪水に対してリ
スクが高い区間（重要水
防箇所等）の共同点検の
参加
【時期】
・5/11～12︓洪水対応演
習に伴う巡視訓練の実施
・8/15（前線）︓ゲ－ト
放流に伴う巡視の実施
・6/25︓烏・神流川「共
同点検」の実施。（烏・
神流川減災協議会・水防
連絡部会主催）

【下段欄】
【実施内容】
・「令和3年度　烏・神流
川共同点検」（鏑川右岸
0.2k付近（藤岡市森新田
地先））に参加した
【時期】
・令和3年6月25日

【下段欄】
【実施内容】
・自治体、地域住民、水
防団等と洪水に対してリ
スクが高い区間（重要水
防箇所等）の共同点検に
参加するようにしている
【時期】
・随時

【下段欄】
【実施内容】
・未実施
【時期】

【下段欄】
【実施内容】
・未実施
【時期】

【下段欄】
【実施内容】
・自治体、地域住民、水
防団等と洪水に対してリ
スクが高い区間（重要水
防箇所等）の共同点検を
実施
【時期】
・R3.6.25

【上段欄】
・災害対策本部から河川
水位情報について水防団
へ連絡体制の確認・更新
・メール等配信訓練の実
施

【上段欄】
・災害対策本部から河川
水位情報について水防団
へ連絡体制の確認・更新
・メール等伝達訓練の実
施

【上段欄】
・災害対策本部から河川
水位情報について水防団
へ連絡体制の確認・更新
・メール等の配信訓練の
実施

【上段欄】
・災害対策本部から河川
水位情報について水防団
へ連絡体制の確認・更新
・伝達訓練の実施

【上段欄】
・災害対策本部から河川
水位情報について水防団
へ連絡体制の確認・更新
・伝達訓練の実施

【上段欄】
・群馬県水防計画に基づ
く伝達系統をもとにFAXに
て連絡確認
・水位及び雨量について
は群馬県水位雨量情報HP
にて公開
・群馬県水防計画作成に
併せ連絡先の見直し
・洪水伝達演習による伝
達訓練

【上段欄】
・洪水情報伝達系統を水
防計画の中で設定
・洪水対応演習の実施

【下段欄】
【実施内容】
・災害対策本部から水防
団へ連絡体制の確認・更
新を実施
【時期】
・年度初め

【下段欄】
【実施内容】
・職員及び水防団、関係
機関等との連絡体制の確
認
・図上訓練の実施により
関係機関との連絡体制の
確認
【時期】
・R3.4
・R3.8

【下段欄】
【実施内容】
・メール伝達訓練を行っ
た
【時期】
・９月

【下段欄】
【実施内容】
・消防団が連絡体制の確
認、情報伝達訓練を実施
【時期】

【下段欄】
【実施内容】
・消防団本部役員会議や
消防団各種訓練・整備等
での連絡体制の確認及び
伝達訓練の実施
【時期】
・R3年度

【下段欄】
【実施内容】
・人的ミスや作業量の軽
減を図ることを目的とし
て、水防警報等発表文の
自動作成や伝達が可能な
「水防警報等支援システ
ム」を構築し、伝達演習
を実施（予定）
【時期】
・令和4年2月

【下段欄】
【実施内容】
・洪水対応演習の実施
・洪水予警報等の伝達先
変更（令和３年埼玉県水
防計画に記載）
【時期】
・毎年実施

B-2
D-1
E-2
H-1
J-1
J-2

31
【重点】
Ｒ３

【重点】
自治体、地域住民、水
防団等と洪水に対して
リスクが高い区間（重
要水防箇所等）の共同
点検を実施

H-1
I-1

32

水防団等への連絡体制
の確認と伝達訓練の実
施
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　別紙３○概ね５年で実施する取組

③実施内容
（別紙３記載内容）

③実施内容
（別紙３記載内容）

③実施内容
（別紙３記載内容）

③実施内容
（別紙３記載内容）

③実施内容
（別紙３記載内容）

③実施内容
（別紙３記載内容）

③実施内容
（別紙３記載内容）

③実施内容
（別紙３記載内容）

③実施内容
（別紙３記載内容）

③実施内容
（別紙３記載内容）

③実施内容
（別紙３記載内容）

③実施内容
（別紙３記載内容）

③実施内容
（別紙３記載内容）項

目
事
項

課題の対
応

番号
重点
項目 内容

気象庁
（熊谷地方気象台）

JR東日本高崎支社 上信電鉄
関東地方整備局

（高崎河川国道事務所）
高崎市 藤岡市 玉村町 神川町 上里町 群馬県 埼玉県

水資源機構
（下久保ダム管理所）

気象庁
（前橋地方気象台）

注）二重下線は令和3年度以降からの取組項目
下線は協議会構成機関別、令和3年度以降追加された取組内容

【上段欄】
・市防災訓練に併せて水
防技術の継承等のための
水防訓練の実施

【上段欄】
・市防災訓練に併せて水
防技術の継承等のための
水防訓練の実施

【上段欄】
・各地区の防災訓練に併
せて水防技術の継承等の
ための水防訓練の実施

【上段欄】
・神流川沿岸水害予防組
合主催の水防訓練の実施
・関係機関と連携して水
防工法の普及や水防訓練
の実施

【上段欄】
・坂東上流水害予防組合
及び神流川水害予防組合
主催の水防訓練

【上段欄】
・利根川水系連合総合水
防演習
・水防技術講習会

【上段欄】
・関係機関と連携した水
防技術の継承等のための
水防訓練の実施

【上段欄】
・国、県、及び市町が行
う水防訓練へ参加

【上段欄】
・国、県、及び市町が行
う水防訓練へ参加

【上段欄】
・利根川水系連合・総合
水防演習への参加
・災害対策用機器操作講
習会の実施
・近隣市町、県の総合防
災訓練への参加

【下段欄】
【実施内容】
・市総合防災訓練のプロ
グラム内に水防訓練を入
れ実施
【時期】
・R3.11.13

【下段欄】
【実施内容】
・水防団による水防工法
訓練の実施及び自主防災
組織への土のうの配布
【時期】
・R3.4

【下段欄】
【実施内容】
・未実施
【時期】

【下段欄】
【実施内容】
・神流川水害予防組合主
催の水防訓練の実施
【時期】
・令和3年6月20日

【下段欄】
【実施内容】
・神流川水害予防組合主
催の水防訓練に参加して
いる
【時期】
・令和3年6月20日（日）

【下段欄】
【実施内容】
・令和3年5月15日群馬県
開催の水防演習に向けて
準備を行ってきたが、新
型コロナウィルス感染症
拡大防止の観点から中止
【時期】
・令和3年5月12日(群馬
県開催予定日)

【下段欄】
【実施内容】
・指定水防管理団体の水
防訓練に参加
【時期】
・適宜

【下段欄】
【実施内容】
・令和3年5月15日に千代
田町で予定されていた
「利根川水系連合・総合
水防演習」に参加予定
だったが、新型コロナ禍
の影響により演習が中止
となった
【時期】
・R3年度

【下段欄】
【実施内容】
・県内に関わる利根川水
系連合・総合水防演習、
県及び市町が行う水防訓
練等へ毎年参加している
・令和3年度は、新型コロ
ナウイルス感染症対策の
ため、参加なし
【時期】
・随時

【下段欄】
【実施内容】
・令和3年5月15日に千代
田町で予定されていた
「利根川水系連合・総合
水防演習」に参加予定
だったが、新型コロナ禍
の影響により演習が中止
となった
【時期】
・R3年度

【上段欄】
・水防活動の担い手とな
る水防協力団体を募集
（広報活動）する
・水防団の指定

【上段欄】
・水防活動の担い手とな
る水防協力団体を募集
（広報活動）する
・水防団の指定
・水防団の人数、年齢構
成を把握

【上段欄】
・消防団員（水防団員）
の募集

【下段欄】
【実施内容】
・SNS（Instagram）を
活用して水防団（消防
団）の募集を行っている
【時期】
・５月～

【下段欄】
【実施内容】
・広報、ホームページ等
により消防団員（水防団
員）を募集
【時期】
・適宜

【下段欄】
【実施内容】
・公共施設等でのポス
ターやチラシなどにより
消防団（水防団）の募集
（広報活動）を実施して
いる
【時期】
・適宜

I-1
J-1
J-2

33 【重点】

【重点】
関係機関と連携した水
防技術の継承等のため
の水防訓練の実施

I-1 34
水防団員の実働者（担
い手）の確保
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　別紙３○概ね５年で実施する取組

③実施内容
（別紙３記載内容）

③実施内容
（別紙３記載内容）

③実施内容
（別紙３記載内容）

③実施内容
（別紙３記載内容）

③実施内容
（別紙３記載内容）

③実施内容
（別紙３記載内容）

③実施内容
（別紙３記載内容）

③実施内容
（別紙３記載内容）

③実施内容
（別紙３記載内容）

③実施内容
（別紙３記載内容）

③実施内容
（別紙３記載内容）

③実施内容
（別紙３記載内容）

③実施内容
（別紙３記載内容）項

目
事
項

課題の対
応

番号
重点
項目 内容

気象庁
（熊谷地方気象台）

JR東日本高崎支社 上信電鉄
関東地方整備局

（高崎河川国道事務所）
高崎市 藤岡市 玉村町 神川町 上里町 群馬県 埼玉県

水資源機構
（下久保ダム管理所）

気象庁
（前橋地方気象台）

注）二重下線は令和3年度以降からの取組項目
下線は協議会構成機関別、令和3年度以降追加された取組内容

2）ソフト対策の主な取組　③一刻も早い生活再建及び社会経済活動の回復を可能とする排水活動及び施設運用強化の取組
■排水活動及び施設運用の強化に関する取組

【上段欄】
・排水作業準備計画
（案）に基づくポンプ車
等による排水実働訓練へ
の参加

【上段欄】
・排水作業準備計画に基
づくポンプ車等による排
水実働訓練への参加

【上段欄】
・排水作業準備計画
（案）に基づくポンプ車
等による排水実働訓練へ
の参加

【上段欄】
・排水作業準備計画
（案）に基づくポンプ車
等による排水実働訓練の
実施
・排水作業時の改善点等
を検証して計画に反映

【下段欄】
【実施内容】
・国交省主催の操作訓練
へ参加（R3.8.3）
・県主催の操作訓練へ参
加（R3.7.9）
・市保有の排水ポンプ車
操作訓練の実施
（R3.5.27）
【時期】
・令和３年度

【下段欄】
【実施内容】
・排水作業準備計画に基
づくポンプ車等による排
水実働訓練への参加
【時期】
・R3.8

【下段欄】
【実施内容】
・排水ポンプ車運用マ
ニュアルに基づくポンプ
車等による排水実動訓練
を実施（4事務所/5台）
【時期】
・令和3年6～7月

【下段欄】
【実施内容】
・排水実働訓練を実施
【時期】
・R3.8.3

【上段欄】
・樋管操作訓練の実施

【上段欄】
・樋管操作点検の実施

【上段欄】
・樋管操作訓練の実施

【上段欄】
・樋管の操作及び点検を
自治体に委託、操作点検
を毎月実施
・出動体制確保、日常管
理体制確保の実施

【下段欄】
【実施内容】
・未実施
【時期】

【下段欄】
【実施内容】
・未実施
【時期】

【下段欄】
【実施内容】
・五料地区で排水訓練を
行った際に、樋管操作訓
練も併せて行った
【時期】
・９月

【下段欄】
【実施内容】
・樋管の操作及び点検を
自治体へ委託
・出動体制確保、日常管
理体制確保の実施
【時期】
・R3年度

K-2
K-3

35
【重点】
Ｒ３

【重点】
排水作業準備計画
（案）に基づく関係機
関と連携した緊急排水
活動の実働訓練の実施

K-2
K-3

36

排水作業準備計画
（案）に基づく排水樋
管の管理者（操作委託
者）による樋管操作訓
練の実施
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